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土工（対象工種）を含む「一般土木工事」等 

【施工者希望Ⅱ型】 
（１）総合評価の対象としない 
 

 《①～⑤を全面活用する場合》 
（２）工事成績で加点評価する 

（３）必要経費は変更計上する 

土工量 

1,000m3以上 
 

「ICT活用工
事」に設定 

Yes 

No 

予定価格が 

３億円以上 
または 

土工量 

20,000m3以上 

Yes 

Yes 

No 

【発注者指定型】 
（１）総合評価の対象としない 

（２）工事成績で加点評価する 

（３）必要経費は当初設計で計上 

【施工者希望Ⅰ型】 
 《①～⑤を全面活用する場合》 
（１）総合評価で加点評価する 

（２）工事成績で加点評価する 

（３）必要経費は変更計上する 

 

No 

ICT建設機械 

のみ施工 
 No 

（１）工事成績の 

     加点対象としない 

（２）機械施工経費のみ 

       変更計上する 

Yes 

従来施工 

《①～⑤の 

全面活用を希望し
なかった場合》 

「ICT活用工事」 

 建設生産プロセスの全ての段階にお
いてICT施工技術を全面的に活用する
工事 
 

① ３次元起工測量   
② ３次元設計データ作成   
③ ICT建機による施工 
④ ３次元出来形管理等の施工管理   
⑤ ３次元データの納品 

 

各種 

チャレンジ型 
 

（※） 

 

※）企業チャレンジ（B型・新規参入型） 
  地域密着防災担い手B型 

  災害用重機評価型 
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ＩＣＴ活用工事の発注方法 （ＩＣＴ土工） 近畿地方整備局 
 
  



【施工者希望Ⅱ型】 
 《①～⑤を全面活用する場合》 
（１）総合評価の対象としない 

（２）工事成績で加点評価する 

（３）必要経費は変更計上する 

「アスファルト舗装工事」、「セメント・コンクリート舗装工事」または、「一般土木工事」のうち、対象
工種及び種別を含む工事 

入札公告時に 

「ICT活用工事」に設定 

※舗装面積3,000m2以上 

予定価格が 

３億円以上 

Yes 

Yes 

No 

【発注者指定型】 
（１）総合評価の対象としない 

（２）工事成績で加点評価する 

（３）必要経費は当初設計で計上 

【施工者希望Ⅰ型】 
 《①～⑤を全面活用する場
合》 
（１）総合評価で加点評価する 

（２）工事成績で加点評価する 

（３）必要経費は変更計上する 

 
（１）工事成績の 

     加点対象としない 

（２）ＩＣＴ活用部分のみ 

       変更計上する 

ICT建設機械のみ施工 

「ICT活用工事」 

 建設生産プロセスの全ての段階にお
いてICT施工技術を全面的に活用する
工事 
 

① ３次元起工測量   
② ３次元設計データ作成   
③ ICT建機による施工 
④ ３次元出来形管理   
⑤ ３次元データの電子納品 
 

※前工事がＩＣＴ土工等で、３次元測量
データを貸与した場合、①は省略可能
。 

○対象工種は、舗装工（舗装、水門）、付帯道路工（築堤・護岸、堤防・護岸、砂防堰堤） 
○対象種別は、アスファルト舗装工、半たわみ性舗装工、排水性舗装工、透水性舗装、グースアスファルト舗装工、コンクリート舗装工 
○対象種別において、従来より出来形管理基準及び規格値（従来基準）により施工していた工事 

路盤工 

10,000m2 

以上 

No 

（契約後） 
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ＩＣＴ活用工事の発注方法 （ＩＣＴ舗装工） 近畿地方整備局 
 
  



 

   
  

 

   

    

１
．
機
器
・ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
等
の
選
定 

 

２
．
Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
工
事
の
設
定 

ＩＣＴ活用工事の流れ （１／２） 
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設
計
図
書
の
３
次
元
化
の
指
示
の
了
解 

受
注
者 

発
注
者 

具
体
の
工
事
内
容
及
び
対
象
範
囲
の
協
議 

Ｉ
Ｃ
Ｔ
施
工
希
望
の
受
理
・
確
認
 

 
 
 
（
施
工
者
希
望
Ⅱ
型
の
場
合
）
 

Ｉ
Ｃ
Ｔ
施
工
を
希
望
す
る
旨
の
提
案
・
協
議
 

 
 
 
（
施
工
者
希
望
Ⅱ
型
の
場
合
）
 

 

機器・ソフトウェア
等の準備段階 施工計画書（起工測量編）作成 

発注段階 

設
計
図
書
等
の
準
備
 

積
算
 

評
価
項
目
の
設
定
（
総
合
評
価
落
札
方
式
）
 

機
器
、
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
の
選
定
、
調
達 

設
計
図
書
の
貸
与
 

電
子
納
品
・
電
子
検
査
の
事
前
協
議
の
実
施
 

・
３
次
元
起
工
測
量
経
費
、 

３
次
元
設
計
デ
ー
タ
作
成
経
費
の
見
積
り
提
出 

活
用
効
果
調
査
の
指
示
の
了
解
 

施
工
合
理
化
調
査
の
指
示
の
了
解
 

注） 
UAV出来形管理:空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編） 
ＴLS出来形管理:地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編） 

新
技
術
活
用
計
画
書
の
作
成 

電
子
納
品
・
電
子
検
査
の
事
前
協
議 

具
体
の
工
事
内
容
及
び
対
象
範
囲
の
受
理
 

・
確
認
 

設
計
図
書
の
３
次
元
化
の
指
示
 

３
次
元
起
工
測
量
経
費
、
３
次
元
設
計
 

デ
ー
タ
作
成
経
費
の
見
積
り
提
出
依
頼
 

活
用
効
果
調
査
の
指
示
 

施
工
合
理
化
調
査
の
指
示
 

新
技
術
活
用
計
画
書
の
受
理
・
確
認
 

基
準
点
等
の
指
示
の
了
解 

基
準
点
等
の
指
示 

３
．
工
事
基
準
点
の
指
示 

使
用
機
器
精
度
資
料
の
受
理
・
確
認 

使
用
機
器
精
度
確
認 

施
工
計
画
書
（
起
工
測
量
編
）
の
作
成 

施
工
計
画
書
（
起
工
測
量
編
）
の
受
理
・
確
認 

４
．
施
工
計
画
書
（起
工
測
量
） 

工
事
基
準
点
、
評
定
点
、
検
証
点
の
設
置 

５
．
工
事
基
準
点
の
設
置 

精
度
確
認
試
験
結
果
報
告
書
の
受
理
・
確
認
 

 測
量
成
果
簿
の
受
理
・
確
認 

起
工
測
量
 

測
量
成
果
簿
の
作
成
 

精
度
確
認
試
験
結
果
報
告
書
の
作
成
 

６
．
起
工
測
量 

・ 

測
量
成
果
簿
の
作
成 

起工測量 

準備段階 
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３
次
元
デ
ー
タ
の
作
成
・
照
査 

受
注
者 

発
注
者 

設
計
図
書
の
照
査 

施工計画書（工事編）作成 

活
用
効
果
調
査
表
の
作
成
 

施
工
合
理
化
調
査
票
の
作
成
 

注） 
UAV出来形管理:空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編） 
ＴLS出来形管理:地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編） 

新
技
術
活
用
効
果
調
査
表
の
作
成 

設
計
図
書
の
照
査
状
況
の
受
理
・
確
認
 

３
次
元
デ
ー
タ
照
査
結
果
の
受
理
・
確
認
 

活
用
効
果
調
査
表
の
受
理
・
確
認
 

施
工
合
理
化
調
査
票
の
受
理
 

 
 
 
 
 
 
 
（
施
工
中
の
場
合
あ
り
）
 

新
技
術
活
用
効
果
調
査
の
受
理
・
確
認
 

電
子
成
果
品
の
作
成 

電
子
成
果
品
の
受
理
・
確
認 

８
．
設
計
図
書
の
照
査 

施
工
計
画
書
（
工
事
編
）
の
作
成
 

→
設
計
図
書
照
査
、
起
工
測
量
結
果
の
反
映
 

施
工
計
画
書
（
工
事
編
）
の
受
理
・
確
認 

９
．
施
工
計
画
書
（工
事
編
） 

新
技
術
活
用
効
果
調
査
、
施
工
合
理
化
調
査
等
の
実
施 

１０ 

数
量
計
算
方
法
の
承
諾
 

３
次
元
設
計
デ
ー
タ
、
精
算
数
量
の
受
理
、

確
認
 

出
来
高
管
理
帳
票
の
受
理
・
確
認 

出
来
形
計
測
 

出
来
形
管
理
写
真
撮
影
 

出
来
形
管
理
帳
票
作
成
 

数
量
計
算
の
方
法
の
協
議
 

３
次
元
設
計
デ
ー
タ
、
精
算
数
量
の
協
議
 

７
．
３
次
元
デ
ー
タ
の
作
成 

書
面
検
査
・
実
地
検
査 

書
面
検
査
・
実
施
検
査 

河
川
土
工
・砂
防
土
工
・海
岸
土
工
・道
路
土
工
・舗
装
工
・付
帯
道
路
工 

施工段階 

出来形管理段階 

 

．
出
来
形
管
理 

・設計図書等の変更 

・変更数量算出 

・変更積算 

・変更契約 

変更契約処理【発注担当者】 

１１  

．
電
子
成
果
品
等 

完成段階 

 

．
検
査 

１２ 

工
事
成
績
評
定
 

検査段階 

ＩＣＴ活用工事の流れ （２／２） 

準備段階 

３次元Ｄ作成 



ＩＣＴ活用に係る技術基準類 （１／２） 
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番
号 

名 称 新規 改訂 名称 
変更 

備考 

１ 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案） ○ 

２ 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案） ○ 

３ 空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） ○ 

４ 空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）（案） ○ 

５ 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） ○ 

６ 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案） ○ 

７ 無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督検査要領（土工編）（案） ○ 

８ 無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案） ○ 

９ TS等光波方式を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） ○ ○ 

１０ TS等光波方式を用いた出来形管理要領（土工編）（案） ○ ○ 

１１ ＴＳ（ノンプリ）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） ○ 

１２ ＴＳ（ノンプリ）を用いた出来形管理要領（土工編）（案） ○ 

１３ ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案） ○ ○ 

１４ ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案） ○ ○ 



ＩＣＴ活用に係る技術基準類 （２／２） 
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番
号 

名称 新規 改訂 名称 
変更 

備考 

１５ 音響測深機器を用いた出来形管理の監督検査要領（河川浚渫工事編）（案） ○ 

１６ 音響測深機器を用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）（案） ○ 

１７ 施工履歴データを用いた出来形管理の監督・検査要領（河川浚渫工事編）（案） ○ 

１８ 施工履歴データを用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）（案） ○ 

１９ 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案） ○ 

２０ 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案） ○ 

２１ 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） ○ 

２２ 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案） ○ 

２３ ＴＳ（ノンプリ）を用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案） ○ 

２４ ＴＳ（ノンプリ）を用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案） ○ 

２５ ＲＴＫ-ＧＮＳＳを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） ○ 

２６ ＲＴＫ-ＧＮＳＳを用いた出来形管理要領（土工編）（案） ○ 

２７ 点検記録作成支援ロボットを用いた3 次元成果品納品マニュアル（トンネル編）（案） ○ 

２８ 点検記録作成支援ロボットを用いた3 次元成果品納品マニュアル（橋梁編）（案） ○ 



１．機器・ソフトウェア等の選定・調達 
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 機器・ソフトウェア等の選定の実施内容と解説事項 

 

 

 

 

 

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容 

・必要な機器構成、仕様の確認 

・必要な機能の取捨選択 
 

・電子納品・電子検査の事前協議の作成 電子納品・電子検査の事前協
議の実施・決定 

機器構成、仕様の 

確認 

機器・ソフトウェアの 

選定・調達 

 ＴＬＳ等を用いた出来形管理に必要な機器・ソフトウェアは、「ＴＬＳ等機器」・ 「点群処理ソフトウェア」・「３次元設計デ
ータ作成ソフトウェア」・「出来形帳票作成ソフトウェア」 ・「出来高算出ソフトウェア」です。 

 要領・基準等に準拠した適切な機器・ソフトウェアを選定し、出来形計測精度及び機器やソフトウェア間の互換性を
確保します。 

 機器・ソフトウェアは測量機器販売店やリース・レンタル店、施工関連のソフトウェアメーカ等より、購入またはリース
・レンタルにより調達します。 

 各メーカによって機器・ソフトウェアの操作性・機能・コストが異なることから、事前に各メーカのカタログ、HPなどか
ら情報収集し、またはデモ等のサービスを利用し、操作性や機能を事前に確認します。 

 電子納品及び電子検査を円滑に行うため、工事着手時に監督職員と受注者で事前協議し決定します。 

 

 

 

 

 

 

電子納品・電子検査の事前
協議 



１－１．機器・ソフトウェア等の選定・調達 
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機器構成、仕様確認時の留意点 

ＵＡＶ 

①パソコン 

②3次元設計データ作成 

ソフトウェア 

3次元設計データの作成 
UAV,TLS等による起工 

測量及び出来形計測 
出来形帳票作成 

④計測機器本体 

⑦出来形帳票作成 

ソフトウェア 

③データ記録媒体 

（USBフラッシュメモリ等） 

①パソコン 

地上レーザースキャナーを
用いた出来形管理要領（土
工編）等に準拠 

地上レーザースキャナーを
用いた出来形管理要領（土
工編）等に準拠 

出来形帳票作成 

出来高の数量算出 

⑤写真測量ソフトウェア※ 

⑥点群処理ソフトウェア 
⑧出来形の数量算出 

ソフトウェア 

①パソコン 

（※はUAV出来形管理、ステレオ写真測量出来
高数量算出の場合のみ必要） 

ＵＡＶ 
ＴＬＳ 

ＴＳ ＲＴＫ－ＧＮＳＳ 

ＵＡＶレーザー 

ステレオ写真測量 

（出来高数量算出のみ） 

地上レーザースキャナーを
用いた出来形管理要領（土
工編）等に準拠 



１－２．電子納品・電子検査の事前協議 
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 電子納品及び電子検査を円滑に行うため、工事着手時に、事前協議チェックシート（土木工事用）を活用し、次の事
項について監督職員と受注者で事前協議し決定します。 

ｱ)工事施工中の情報交換・共有方法（例：無償ビューワー付ファイルや３DPDFの提出の有無、発注者側の環境確認） 

ｲ)電子成果品とする対象書類（例：BD-Rの使用、無償ビューワー付ファイルや３DPDFの提出の有無） 

ｳ)その他の事項 

 

 

【電子納品要領（工事及び設計）】 
ICONフォルダの追加 



２．ＩＣＴ活用工事の設定 
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 ICT活用工事の設定に係る実務内容と解説事項 

 

 

 

 

 

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容 

・ICT施工を希望する旨の協議
の作成 

・ICT施工希望の受理・指示 

・具体の工事内容及び対象範
囲の協議の作成 
 
 

・具体の工事内容及び対象範囲の受理・
確認 
 

・見積り書の作成 
 

・3次元起工測量経費、3次元設計データ
作成経費の見積り提出依頼 

・設計図書の3次元化の指示 
  起工測量（TLS、その他） 
  3次元設計データ（3次元設計データがない   
  場合） 

ICT施工を希望する旨の 

提案・協議（施工者希望Ⅱ型のみ） 

設計図書の3次元化の 

指示 

 施工者希望Ⅱ型のICT活用工事では、契約後、施工計画書の提出までに、ICT施工を希望する場
合には希望する旨の書類を作成し、協議します。 

 発注者指定型、施工者希望Ⅰ型及び、ICT施工を実施することとなった施工者希望Ⅱ型のICT活用
工事では、ICT活用の具体の工事内容と対象範囲を記載した書類を作成し、協議します。 

 ICT活用工事では、契約した設計図書が3次元化していない場合は、契約後に発注者より3次元の
設計図書の作成を指示します。 

 発注者から3次元起工測量経費、3次元設計データ作成経費の見積り提出の依頼があるので、受注
者は見積り書を作成し、提出します。 

具体の工事内容及び 

対象範囲の協議 

3次元起工測量経費、3次元設計
データ作成経費の見積り提出 



２．ＩＣＴ活用工事の設定 
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 ICT活用工事の設定に係る実務内容と解説事項 

 

 

 

 

 

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容 

・ＩＣＴ活用工事の活用効果調査の指示 
・施工合理化調査の指示 

・新技術活用計画書の作成 ・新技術活用計画書の受理・確認・追記 

ＩＣＴ活用工事の活用効果調査
及び施工合理化調査の指示 

 発注者は、ICT活用技術について、活用効果調査及び必要に応じて施工合理化調査の指示を行い
ます。 

 受注者は、使用するICT活用技術が新技術で有る場合は、その技術を活用する前までに新技術活
用計画書を作成し、提出します。 

 

新技術活用計画書の作成 



• 施工者希望Ⅱ型の工事で契約した場合、受注者はICT

施工の意志が有る場合に、契約後から施工計画書の
提出までの間にICT施工を希望する旨を協議します。 

• 協議の際は、「ICT施工技術の活用計画書」を添付し発
注者・受注者間で記載内容を確認し合意します。 
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様式－９

（ ）

（内容）

・

総　括
監督員

主　任
監督員 監督員

現　場
代理人

主　任
（監　理）
技術者

□受理 します。□提出

受
注
者

上記について □承諾 □報告□協議

年月日：

年月日：

上記について □指示 □承諾

回
答 □その他

□協議 □提出

処
理 □その他

添付のICT施工技術の活用計画書のとおりI、ＩCTを活用して土工の施工を実施したいので協議
します。

添付図 － 葉、その他添付図書

します。■受理

発
注
者

発議事項
　□指示　　　■協議　　　□通知　　　□承諾　　　□報告　　　□提出

□その他

工事名    ○○改良工事

工 事 打 合 せ 簿

発議者 □発注者 ■受注者 発議年月日 平成29年4月1日

ICT施工を希望する旨の協議 

別記様式－１ 

２－１．ＩＣＴ施工希望の協議（施工者希望Ⅱ型） 



ICT施工者希望Ⅱ型申請書（※別記様式－１（土工）、別記様式－２（舗装））の注意事項 
施工プロセスの段階①～⑤全てを活用する場合にチェック欄に「■」と記入する 
 

施工プロセスの段
階①～⑤全てを活
用する場合で、
チェック欄「□」
に■が入っていれ
ば加点評価対象 
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別記様式－２ 

２－１．ＩＣＴ施工希望の協議（施工者希望Ⅱ型） 



２－２．具体の工事内容対象範囲の協議 
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具体の工事内容及び対象範囲の協議 

様式－９

（ ）

（内容）

・

工 事 打 合 せ 簿

発議者 □発注者 ■受注者 発議年月日 平成28年4月1日

発議事項
　□指示　　　■協議　　　□通知　　　□承諾　　　□報告　　　□提出

□その他

工事名    ○○改良工事

添付資料のとおり、ICTを活用して土工の施工に関する具体の工事内容と対象範囲を協議しま
す。

添付図 － 葉、その他添付図書

します。□受理

発
注
者

回
答 □その他

□協議 □提出

処
理 ■その他 設計変更の対象とします。

年月日：

上記について □指示 □承諾

受
注
者

上記について □承諾 □報告□協議

現　場
代理人

主　任
（監　理）
技術者

□受理 します。□提出

年月日：

総　括
監督員

主　任
監督員 監督員

 受注者は、発注者指定型、施工者希望型にかかわ
らず、 受注者からICT活用工事の具体の工事内容
と対象範囲を協議します。【特記仕様書】 

 

具体の工事内容とは、建設生産プロセスの作業内
容ごとに採用する技術の種類、技術名、使用する
技術の概要等です。 

   

対象範囲とは、採用した技術を適用する範囲（活用
予定期間、活用予定区間・区域）です。 

 

添付書類のイメージ 



• 受注者は、発注者からの依頼に基づき、3次元起
工測量の経費や3次元設計データの作成経費の
見積り書を作成し提出します。 
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3次元起工測量経費等の見積り提出依頼 

見積り依頼のイメージ 

２－３．３次元起工測量経費等の見積り提出依頼 



• ICT活用工事は、発注者指定型、施工者希望型に
かかわらず、当面の間は、測量・設計を通じて3次
元のデータが整備されていないことから、当初設
計は従来通り２次元図面で契約します。 

• 工事契約後に監督職員から契約図書の３次元化
を指示します。 

• 受注者は、設計図書のうち、平面線形、縦断線形
、横断形状と、TLS等による3次元起工測量などに
よって得られた3次元地形データを使って、3次元
設計データの作成します。 

    【3次元設計データ交換標準（同運用ガイドライン   
を含む）】 
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様式－９

（ ）

（内容）

・

工 事 打 合 せ 簿

発議者 ■発注者 □受注者 発議年月日 平成28年4月1日

発議事項
　■指示　　　□協議　　　□通知　　　□承諾　　　□報告　　　□提出

□その他

工事名    ○○改良工事

設計図書のうち、平面線形、縦断線形、横断形状等と、3次元起工測量を行って取得した3次元
地形データを使って、土工の３次元設計データの作成を追加する。

なお、3次元起工測量の範囲は以下の通りとする。
　・縦断方向は、工事区間の起点より－２０ｍより工事区間の終点より＋２０ｍまでの範囲とする。
　・横断方向は、官民境界より民地側に＋５ｍまでの範囲とする。
　・橋梁設置区間については、官民境界点上で計画路面高さに３ｍを加えた位置から、下方向
かつ民地方向に＋30度に下ろした範囲までとする。

本指示内容は変更契約と対象とする。
○○千円（直接人件費、税抜き）を見込んでいる。

添付図 － 葉、その他添付図書

します。□受理

発
注
者

回
答 □その他

□協議 □提出

処
理 □その他

年月日：

上記について □指示 □承諾

受
注
者

上記について ■承諾 □報告□協議

年月日：

□受理 します。□提出

総　括
監督員

主　任
監督員 監督員

現　場
代理人

主　任
（監　理）
技術者

設計図書の3次元化の指示 

 
概算金額を記載 

２－４．設計図書の３次元化 



＜活用効果調査表のイメージ＞ ＜施工合理化調査表のイメージ＞ 

■ ＩＣＴ活用工事の活用効果調査及び施工合理化調査 
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※アンケート調査【施工着手前、施工後】については提出不要となりました。 

２－５．活用効果調査及び施工合理化調査 



 受注者は、使用するＩＣＴ活用技術が新技術で有る
場合は、その技術を活用する前までに新技術効果
調査入力システムを使って新技術活用計画書を作
成し、提出用ファイルを提出します。 
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新技術活用計画書の作成 

新技術活用計画書のイメージ 

※新技術効果調査入力システムは以下から入手できます 

http://www.netis.mlit.go.jp/NetisRev/Application/EV_Prg_DownLoad.asp?TabType=4 

２－６．新技術活用計画書 



４．施工計画書(起工測量) 
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 施工計画書（起工測量編）時の実施内容と解説事項 

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容 

・精度確認試験結果報告書の作成 
 

・精度確認試験結果報告書の確認・受
理 
 

・施工計画書（起工測量編）の作成 
 

・施工計画書（起工測量編）の確認 ・受
理 施工計画書（起工測量編）の

作成 

 ＴＬＳ等を使って起工測量を行う場合は、精度確認試験を実施して結果報告書を作成します。なお、ＴＳ、ＲＴＫ－
ＧＮＳＳは検定証明書（製造元カタログ等）により計測性能を確認するものとし、精度確認試験は必須ではありま
せん。 

 ＴＬＳ等を使って起工測量を行う場合は、使用機器・ソフトウェア（ＴＬＳ等の計測性能、機器構成及び利用するソ
フトウェア）を施工計画書に記載し発注者に提出します。【地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領
（土工編）（案）等】 

 施工計画書には、使用するシステムの機能および精度が要領に準拠していることを確認できる資料（メーカーカ
タログ等）を添付します。 

 

 

 

 

 

 

精度確認試験結果報告書の
作成 



４．施工計画書(起工測量) 
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 施工計画書（起工測量編）の記載事項 

１）適用工種 
   適用工種に該当している工種を記載する。 

２）適用区域 
   ３次元計測範囲、出来形管理を行う範囲を記載する。 

３）出来形計測箇所、出来形管理基準及び規格値・出来形管理写真基準 
   契約上必要な出来形計測を実施する出来形計測箇所を記載する。 

   また、該当する出来形管理基準及び規格値・出来形管理写真基準を記載する。 

４）使用機器・ソフトウェア 
   ＴＬＳ等の計測性能、機器構成及び利用するソフトウェアを記載する。 

 
（無人航空機搭載型レーザースキャナーのみ） 
 ５）飛行計画 

   ＵＡＶレーザーによる計測時の飛行経路、飛行高度、レーン間の計測範囲重複度を記載する。 

・地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編・舗装工事編）（案） 
・ＴＳを用いた出来形管理要領（土工編・舗装工事編）（案） 
・ＴＳ（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理要領（土工編）（案） 
・ＲＫＴ－ＧＮＳＳを用いた出来形管理要領（土工編）（案） 
・無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案） 
・ステレオ写真測量（地上移動体）を用いた土工の出来高算出要領 

                      の内、活用する技術について参照すること 
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機器構成、仕様確認時の留意点 

    

 

 

 

 

 

 

【地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形管理要領（土工編）（案）】 

 機器構成 

 出来形管理用ＴＬＳ本体 

  計測精度が下記と同等以上で、適正な精度管理が行われ     
ていることを示す書類を施工計画書に添付します。 

 

 

 

 ソフトウェア 

  本出来形管理要領に対応する機能を有するソフトウェアで  
あることを示すメーカカタログあるいはソフトウェア仕様書を
、施工計画書に添付します。 

 

 

 

 

 

 

・測定精度：計測範囲内で±20  mm以内 
     （起工測量及び岩線確認に利用する場合は 
                ±100mm以内）  
・色データ：色データの取得が可能なこと 
     （点群処理時に目視による選別するために利用する） 

精度確認試験結果報告書（例） 

添付する書類 

ＴLS計測精度 現場で精度確認を実施し、結果報告書を作成し添付 

ＴLS精度管理 メーカ推奨の定期点検を実施 

ソフトウェア 「メーカーカタログ」または「ソフトウェア仕様書」 

ソフトウェアのカタログ
レーザースキャナーを用いた出来形管理
ソフトウェア

LSを用いた出来形管理要領（土工編）に対

応しています。

3次元座標点群データ

②点群処理ソフトウェア
・点群データの合成
・点群データのフィルタリング

③出来形管理用ＲＳソフトウェア

①レーザースキャナー本体

基準点座標
データ

出来形管理資料

出来形計測結果
（ＴＩＮファイル）

出来形管理データ
（設計と出来形の差）

④出来形帳票作成ソフトウェア
ＴＳ出来形管理用の基本設計データ
利用・変換しても良い。
曲線部などの補完に留意すること

③３次元設計データ作成ソフトウェア

３次元設計データ

⑤出来高算出ソフトウェア

カタログ（例） 

取得したデータの信頼度を
担保します 

【地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形管理要領（土工編）（案）】 
受注者は、施工計画書および添付資料に次の事項を記載しなければならない。 

1)適用工種 

適用工種に該当する工種を記載する。適用工種は、「１－２ 適用の範囲」を参
照されたい。 

2)適用区域 

本管理要領による、３次元計測範囲、出来形管理を行う範囲を記載する。 

3）出来形計測箇所、出来形管理基準及び規格値、出来形管理写真基準 

契約上必要な出来形計測を実施する出来形管理箇所を記載する。また、該当
する出来形管理基準及び規格値・出来形管理写真基準を記載する。 

4）使用機器・ソフトウェア 

ＴＬＳの計測性能、機器構成及び利用するソフトウェアを記載する。 

４．施工計画書(起工測量) 



５．工事基準点の設置 
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 工事基準点設置時の実施内容と解説事項 

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容 

３．工事基準点の指示 
・基準点等の指示の了解 

３．工事基準点の指示 
・基準点等の指示 

・既設の基準点の検測 
・工事基準点の設置 

・標定点・検証点または調整用基準
点の設置 

・ＧＮＳＳローバーの精度確認試験結
果報告書の作成 

 

・ＧＮＳＳローバーの精度確認試験結果
報告書の受理・確認 
 

工事基準点の設置 

ＧＮＳＳローバーの精度確認
試験結果報告書の作成 

(ＧＮＳＳローバーを使用する場合) 

 ＴＬＳ等を用いた出来形管理では、工事基準点の３次元座標値から幅、長さ等を算出するため、出来形計測の精
度を確保のため工事基準点の精度確保が重要です。 

 出来形計測が効率的に計測できる位置にTSが設置可能なように工事基準点を複数設置しておくことが有効で
す。 

 標定点等を計測する場合は、基準点からＴＳまでの距離と、標定点等からＴＳまでの計測距離（斜距離）について
の制限は、３級ＴＳを利用する場合は１００ｍ以内（２級ＴＳは１５０ｍ）です。 

 ＧＮＳＳローバーの精度確認試験は、出来形計測以外（起工測量、岩線計測、部分払出来高）でＧＮＳＳローバー
を用い標定点及び検証点を設置する場合に必要です。 
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工事基準点の設置時の留意点 

    

 

 

 

 

 

 

工事基準点 

適切でない工事
基準点例 ☓ 

工事基準点から計測点まで
100m以内とする 

(3級TSの場合） 

作業用車輌等の通過を妨
げない位置に工事基準点
を設置する 

工事基準点 

工事基準点 

☓ 

測量標は、位置や高さが変動し
ないように適切に設置 

標定点 

標定点 

標定点 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

TLS等による出来形管理で利用するTS（2級TSか3級TS）を確認して、工事基準点を配置します。 
留意点 

・ＴＬＳ等による出来形管理では、出来形精度を確保するため、次の斜距離が3級TSを用いる
場合で100m以内、2級TSを用いる場合で150m以内でなければならない。 

 （1）TSの設置位置から工事基準点までの距離（TS設置時） 
 （2）TSの設置位置から標定点までの距離  

・TＬＳ本体にＴＳと同様にターゲット計測による後方交会法（P57参照）による位置決め機能を有している場合は、標定点を設置
せず計測できます。この場合、ターゲットは基準点あるいは工事基準点上に設置します。 

工事基準点 

５．工事基準点の設置 

出来形計測以外（起工、岩線、部分払）はＧＮＳＳローバーで標定点、検証点の設置が可能。 

・ＧＮＳＳローバーの精度確認試験が必要。 



６．起工測量・測量成果簿の作成 
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 測量成果簿の作成時の実施内容と解説事項 

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容 

・現況地盤の確認 
・施工量の算出 

・測量成果簿の受理・確認 
   工事基準点の精度管理状況の確認 
   工事基準点の配置状況の確認 

 

・精度確認試験結果報告書の作成 ・精度確認試験結果報告書の受理・確
認 

精度確認試験結果報告書の
作成 

 工事基準点の測量、設置に係わる資料（測量成果と配置状況）を提出します。 

 

 

起工測量 

測量成果簿の作成 
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６－１．起工測量 

面的な地形測量時の留意点 

    

 

 

 

 

 

 

 着工前の現場形状を把握するための起工測量を面的な地形測量が可能なＴＬＳ等を用いて実施します。 

 面的なデータを使用した設計照査を実施する際は、設計形状を示す３次元設計データについて、監督職員との協議を行
い、契約図書として位置付けます。 

 測定精度は、10cm以内とし、計測密度は0.25m2(50cm×50cmメッシュ)あたり１点以上とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計照査のために、伐採後に地形測量を実施します。 ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ 

面的な地形測量の計測データ作成時の留意点 

    

 

 

 

 

 

 

 自動でＴＩＮを配置した場合に、現場の地形と異なる場合は、ＴＩＮの結合方法を手動で変更可能です。 

 ・管理断面間隔より狭い範囲においては、点群座標が存在しない場合は、ＴＩＮで補完することもできます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ＴＬＳ等で計測した現況地形の計測点群データから不要な点を削除し、ＴＩＮで表現される起工
測量計測データを作成します。 

 

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ 
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ＴＬＳ設置時の留意点 

 出来形計測点を効率的に取得できる位置にＴＬＳを設置します。 

 ＴＬＳのレーザーと被計測対象物が、できるだけ正対した位置関係になるように設置します。 

 ＴＬＳは、急傾斜地や軟弱地を避け、振動のない地盤上に設置します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・計測対象範囲に対して正対して計測できる位置を選定します。 

・計測範囲に対してレーザーの入射角が著しく低下する場合や、１回の計測で不可視となる範囲がある場
合は、不可視箇所等を補間できる計測位置を選定します。 

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ 

実証実験結果では・・・ 
２００ｍで入射角が１０度の場合、水平精度±２０ｍｍ、高さでは±５０ｍｍ程度の精度の低下が見られる。 

⇒入射角が小さくなる場合は、ＴLSの設置位置を高くする、ＴLSの位置を変更するなどの配慮が必要です。 

計測面 

入射角 
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標定点の設置・計測時の留意点 

 標定点は、計測対象箇所の最外周部に４箇所以上配置します。 

 ＴＳから基準点および標定点までの距離に応じて、以下の関係とします。 

    ⇒３級TSの場合 ： １００ｍ以下 

    ⇒２級TSの場合 ： １５０ｍ以下 

 ＴＬＳ本体にＴＳと同様にターゲット計測による後方交会法による位置決め機能を有している場合は、標定点を設
置せず計測ができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ＴＬＳによる計測結果を３次元座標へ変換、あるいは複数回の計測結果を標定点を用いて合成する場合
は、標定点を設置します。標定点は工事基準点からＴＳを用いて計測を行います。 ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ 

TSを使った後方交会法による位置決めの例 

Ver.2905 修正 
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計測時の留意点 

①計測密度設定の留意点 

 ＴＬＳと計測対象範囲の位置関係を事前に確認し、最も入射角が低下する箇所で0.25m2あたり1点以上の
測定結果が得られる位置に設定します。 

 必要に応じてＬＳの位置を変えるなど、データ処理を含めた作業全体の効率化に留意します。 

 

②測定時の留意点 

 可能な限り地形面が露出している状況で計測します。 

 以下の条件では適正な計測が行えないので、十分に注意します。 

 雨や霧、雪などレーザーが乱反射してしまう様な気象 

 計測対象範囲とレーザー光の入射角が極端に低下する場合 

 強風などで土埃などが大量に舞っている場合 

 草や木などで地面が覆われている場所 

 ＴＬＳ計測で利用するレーザークラスに応じた使用上の対策を講じるとともに、安全性に十分考慮します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・起工測量にあたっては、計測対象範囲内で0.25㎡（0.5m×0.5mメッシュ）に１点以上の計測点が得られ
る設定で計測を行います。 

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ 

Ver.2905 修正 



 ６－３．起工測量の成果品の作成 
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○成果品は、以下の構成で作成されて提出されます。 

 

 各3次元計測技術による起工測量計測データ（LandXML等のオリジナルデータ（TIN）） 
 各3次元計測技術による計測点群データ（CSV,LandXML等のポイントファイル） 
 工事基準点及び標定点データ（CSV、LandXML、LAS等のポイントファイル） 
  （標定点ﾃﾞｰﾀは、航空写真測量（UAV）またはTLSの場合） 
 各3次元計測技術による起工測量の状況写真 

  （ＵＡＶは撮影した写真） 
 工事基準点及び標定点、検証点を表した網図 

  （標定点は航空写真測量（UAV）またはTLSの場合、検証点は航空写真測量（UAV）の場合） 
 その他資料（例：使用機器の利用状況写真、飛行計画に沿って撮影したことの証明資料）等 

 

 

 

 

各3次元計測技術による起工測量の成果品 

Ver.2905 修正 



７． ３次元設計データの作成 
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 ３次元設計データの作成時の実施内容と解説事項 

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容 

・３次元設計データの作成 
 
 

・３次元設計データの照査 ・３次元設計データの照査状況の受理・
確認 ３次元設計データの照査 

 ３次元設計データ作成ソフトウェアを用いて、設計図書・基準点設置結果に基づき３次元設計データを作成し
ます。 

 ３次元設計データ作成の作業量は、現場条件（施工延長、変化点等）により異なります。 

 

３次元設計データの作成 

または修正 

【3次元設計データ交換標準（同運用ガイドラインを含む）】 



７－１． ３次元設計データの作成 
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===＝ 

３次元設計データの作成手順とイメージ 

工事基準点入力 

平面線形入力 

（測点座標、曲線要素） 

縦断線形入力 

（勾配変化点要素） 

出来形横断面形状入力 

（出来形横断面要素） 

作成手順 

３次元設計データイメージ 

※作成方法の詳細は、次ページ以降を参照してください。 
 また、本作成手順はICT設計データ変換ソフト（ （社）日本

建設機械化協会 施工技術総合研究所より無償で入手）を
用いた場合の例です。 

縦断線形 

縦断曲線長VCL 

縦断変化点座標 

円曲線 

IP EP座標 

直線 緩和曲線 

（クロソイド） 

緩和曲線 

（クロソイド） 

直線 

BP座標 平面線形 

道路中心線 

（又は堤防法線） 

出来形横断面形状 

要素高 

勾配(%) 

勾配
(1:x) 

道路幅 

座標系入力 

 

 

 

・３次元設計データ作成ソフトウェアは道路中心線形データの読み込みが可能です。 

・道路中心線形データを読み込む場合、平面線形入力作業および縦断線形入力作業の簡略化が可能です。 

  

 

 

 

 

 

 

 

道路中心線形データが詳細設計等で納品されている場合について 参考 



７－１． ３次元設計データの作成 
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座標系入力イメージ 

 工事で基準とする座標系を入力します。 

 

 

 

 

入力 

測地系選択 

水平座標系選択 

※以降、サンプル画面は、ICT設計データ変換ソフト（ （社）日本建設
機械化協会 施工技術総合研究所より無償で入手）の画面を貼付 



７－１． ３次元設計データの作成 
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工事基準点入力イメージ 

 TS設置時に利用する工事基準点座標を測量結果や平
面図等から入力します。 

 

 

 

 

測量結果サンプル（基準点網図） 

No.3 

No.2 

平面図サンプル 

水準点T-1 

水準点T-2 

水準点T-3 

入力項目イメージ 

測量結果、平面図からの入力項目 

①基準点,水準点の設定 

  No.1:基準点（X,Y,Z） 
    ・  ・ ・・ 
  T-1 :水準点（X,Y,Z） 
         ・  ・ ・・             

基準点No.3 

基準点No.1 

基準点No.2 

T-3 

T-2 No.1 

T-1 

入力 

X座標 

Y座標 

Z座標 

X座標 Y座標 

Z座標 

入力画面サンプル 

工事基準点入力後画面（サンプル） 

入
力

 
入
力

 



７－１． ３次元設計データの作成 
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平面線形入力イメージ 

 線形計算書や平面図を参照し、平面線形要素を入力し
ます。 

 

 

 

 

縦断図サンプル 

入力画面サンプル 

入力 

起点、 

変化点 累加距離 標高 VCL 

縦断線形要素入力後画面（サンプル） 

縦断図からの入力項目 

①起点の設定 

  起点：累加距離、標高 

②変化点の設定 

  変化点：累加距離、標高H、縦断曲線長VCL 

縦断線形 

縦断曲線長VCL 

縦断勾配変化点 

起点 

変化点 

累加距離、標高H 

入
力

 

BP 

EP 

測点1 

測点2  

測点3 

測点4 

入力項目イメージ 

高さが与えられ、縦
断方向の壁が構築
される。 
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横断線形入力イメージ 

 管理断面を設定します。 

 横断図を参照し、中心線からの横断距離、高低
差を取得します。 

 横断面形状（幅、基準高、法長）を設定します。 

 

 

 

 

横断図サンプル 

横断図からの入力項目 

①道路面の設定 

   道路幅、横断勾配 

②法面の設定 

   法長、法面勾配、要素高 

道路中心線 

（又は堤防法線） 

横断面形状 

要素高 

勾配(%) 

勾配
(1:x) 

道路幅 

横断線形要素入力画面（サンプル） 

入力 

道路幅 
横断勾配 

法長 

要素高 

管理断面入力画面（サンプル） 

管理断面 

入力 

入力 

BP 

EP 

測点1 

測点2  

測点3 

測点4 

入力項目イメージ 

測点に横断面
が与えられ、
横断方向の壁
が構築される。 

入
力

 



 ７－１．３次元設計データの作成 
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起工測量成果の取込イメージ 

 ３次元起工測量で取得した地形データを取込
ます。 

 横断図を参照し、地表面の位置似合わせて横
断面形状（幅、基準高、法長）を調整します。 

 必要に応じて、小段の延伸や縮小、すりつけな
どを調整します。 

 

 

 

道路中心線 

（又は堤防法線） 

出来形横断面形状 

要素高 

勾配(%) 

勾配(1:x) 

道路幅 
出来形横断面形状 

要素高 

勾配(1:x) 

地形データ 



７－１． ３次元設計データの作成 

38 

設計図面（平面図・縦断図・横断図）の取り込みイメージ 

2次元CAD図面 

3次元設計データ作成ソフトウェア
（CAD図面の取込み機能有り） 

縦断図サンプル 
入力画面サンプル 

縦断曲長VCLをク
リック 

縦断曲線長VCL

を自動入力 

読込 

入力 

 

 

 

・CAD図面の取込機能を有する基本設計データ作成ソフトウェアを用いる場合、基本設計データの作成作
業が省力化されます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

CAD図面取込機能を利用した施工管理用3次元データの作成 参考 



７－２． ３次元設計データの照査 
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３次元設計データの照査イメージ 

 設計図書と３次元設計データとを照合し、設計
図書の不備および入力ミス等がないかを確認す
る。 

 UAVやTLS等による出来形管理では、３次元設

計データに不備があると、出来形計測値の精度
管理ができなくなります。 

 確認項目は、「空中写真測量（無人航空機）を用
いた出来形管理の監督・検査要領（案）（土工編
）」、 「地上型レーザースキャナーを用いた出来

形管理の監督・検査要領（案）（土工編）（舗装工
事編）」等に掲載されているチェックシートに従う
こと。 

  参考URL: 

 http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/so
sei_constplan_tk_000031.html 

 

 

 

 

比較 

紙図面・2次元CADデータ上で記載内容を目
視確認 

基本設計データ作成ソフトウェア
上で入力データを目視確認 

チェック入り図面 チェックシート 

チェック部分 

データの整
合性を確認 

3次元設計データと2次元CADデータとの各デー

タに相違がないことを確認し、チェックシートを監
督職員へ提出します 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/sosei_constplan_tk_000031.html
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/sosei_constplan_tk_000031.html


７－２． ３次元設計データの照査 

平成   年   月   日 

                                 工 事 名：              

                                 受注会社名：              

                                 作 成 者：           印  

３次元設計データチェックシート 

40 

（様式－１） 

※１ 各チェック項目について、チェック結果欄に“○”と記すこと。 

※２ 受注者が監督職員に様式－１を提出した後、監督職員から様式－１を確認するための資料の請求があ
った場合は、受注者は以下の資料等を速やかに提示するものとする。 

     ・工事基準点リスト（チェック入り） 
     ・線形計算書（チェック入り） 
     ・平面図（チェック入り） 
     ・縦断図（チェック入り） 
     ・横断図（チェック入り）  
     ・3 次元ビュー（ソフトウェアによる表示あるいは印刷物） 
※ 添付資料については、上記以外にわかりやすいものがある場合は、これに替えることができる。 

工事基準点は、事前に監督職員に提出してい
る工事基準点の測量結果と対比し、確認します。 

平面図及び線形計算書と対比し、確認します。 

縦断図と対比し、確認します。 

・ソフトウェア画面と対比し、設計図書の管理項
目の箇所と寸法にチェックを記入します。 

・３次元設計データから横断図を作成し、設計
図書と重ね合わせて確認します。 

３次元設計データと設計図書の照合に用いた
資料は整備・保管し、監督職員から資料請求が
あった場合には、速やかに提示します。 

項目 対象 内容 
チェック 

結果 

 １）基準点及び 

  工事基準点 
全点 

・監督職員の指示した基準点を使用しているか？  

・工事基準点の名称は正しいか？  

・座標は正しいか？  

 ２）平面線形 全延長 

・起終点の座標は正しいか？  

・変化点（線形主要点）の座標は正しいか？  

・曲線要素の種別・数値は正しいか？  

・各測点の座標は正しいか？  

 ３）縦断線形 全延長 

・線形起終点の測点、標高は正しいか？  

・縦断変化点の測点、標高は正しいか？  

・曲線要素は正しいか？  

 ４）出来形横断面 

   形状 
全延長 

・作成した出来形横断面形状の測点、数は適切か？  

・基準高、幅、法長は正しいか？  

・出来形計測対象点の記号が正しく付与できているか？  

５）３次元設計 

データ 
全延長 

・入力した２）～４）の幾何形状と出力する３次元設計データ 

は同一となっているか？ 
 

 

・３次元設計データの入力要素と３次元設計
データ（ＴＩＮ）を重畳し、同一性が確認可能な３
次元表示した図を提出します。 

３次元設計データチェックシートの提出の留意点 【地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）】 

○受注者の確認事項 



７－２． ３次元設計データの照査 
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基準点の確認（例） 横断図の確認（例） 

データ重ね合わせによる横断図の確認（例） 

入力したデータと設計図面
の数値をチェック 

作成したデータと図面の 

形状を重ねてチェック 

作成したデータと設計図面の 

数値をチェック 

ｿﾌﾄｳｪｱによる表示あるいは印刷物の 

３次元ビューの確認（例） 
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入力ミス 
（横断データ） 

入力ミス 
（縦断データ） 

入力ミス 
（構成点データ） 

７－２． ３次元設計データの照査 

 ３次元設計データ作成ソフトには、入力結果を立体視することが可能（ビューワ機能）となってます。             
このため、本機能を活用することにより３次元設計データが正しく入力されているか確認が可能です。 

 なお、３次元設計データ作成ソフトメーカーからは、無償ビューワー付ファイルを作成するソフトが販売されています。 

 

 

 

 

 

 

3次元ビューでの確認例 



８．設計図書の照査 
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 設計図書の照査時の実施内容と解説事項 

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容 

・設計図面（線形計算書・平面図・縦断
図・横断図）の貸与 
・3次元設計データの貸与 
 ※3次元設計データを発注者から提供
する場合のみ 

・従来の設計図書の照査 

・当該工事現場の仕上がり計上の確
定 

・当該工事現場の出来形管理箇所の
確定 

・受注者による設計図書の照査状況の受理・確
認 

設計図書等の照査 

 受注者は照査に必要な設計図書を入手し、設計図書に不備や不整合が無いことを照査します。 

 

 

 

 

 

 



８．設計図書の照査 
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３次元設計データの作成に必要なデータ 

横断図と直交する中心線のデータを確定 
３次元設計データイメージ 

道路中心線形 

（又は堤防法線） 

出来形横断面形状 

線形計算書サンプル 

縦断図サンプル 

横断図サンプル 横断図サンプル 

W1 
W2 

H5 H1 

H2 
H3 H4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

丁張り設置に必要な情報と同じです。 ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・詳細な３次元データ（現況地形）を反映することで、設計照査の精度向上や不具合や手戻り
防止につながります。 

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ 

 ８．設計図書の照査 

45 

３次元設計データから横断図を作成し照査するイメージ 

データ重ね合わせによる横断図の確認イメージ（例） 

作成したデータと図面の 

形状を重ねて照査します 

 ３次元設計データから横断図を作成し、設計図書と重ね合わせて照査します。 

 現地盤線の横断形状が一致しているか？ 

 工事で構築する横断形状が一致しているか？ 

 



９．施工計画書（工事編） 

■ 施工計画書（工事編）への記載事項 
 適用工種、出来形計測箇所、出来形管理基準及び規格値・出来形写真管理基準。 
 利用するＴＬＳ等機器・ソフトウェア等。 
 ＴＬＳ等による出来形管理の選定の際に確認した以下の資料等を添付。 
   ・ ソフトウェアの有する機能が記載されたメーカーパンフレット等 
   ・ ＴＬＳ等の精度を適正に管理していることを証明する検定書や校正証明書 
 ＩＣＴ建設機械（ＭＣ・ＭＧ使用機械、機器仕様等） 
 

   ＜添付する書類＞ 
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※ＴＳやＲＴＫ－ＧＮＳＳ等を用いる場合
は各出来形管理要領に基づき、検定証
明書等の提出を求めること 

 ・  現場で精度確認を実施し、結果 
   報告書を作成して添付 

 ・  メーカー推奨の定期点検 を実施 

 ・ 「 メーカーカタログ 」または 

   「 ソフトウェア仕様書 」 

 ＴＬＳ精度管理 

 ソフトウェア 

 ＴＬＳ計測精度 



１０．出来形管理 

■ 出来形管理時の実施内容 

出来形管理写真の撮影 

出来形計測 

出来形管理帳票の作成 

 ・ 数量計算の方法 
 ・ ３次元設計データ及び 
   設計数量の協議 

・ ＴＬＳ等による出来形計測で３次元座標値を取得し  
 て出来形計測データを作成 

・ 写真管理基準（案）に基づく出来形管理写真の撮影 

・ 出来形数量算出用の面データ作成方法及びで出来  
 形数量の算出にあたって数量計算の方法を協議  

 受注者は、出来形計測箇所をＴＬＳ等によって出来形管理を行い、出来形管理帳票
を作成して提出。 

 受注者は、出来形数量の算出にあたっての数量計算の方法、３次元設計データ及
び設計数量について協議。 

・ ３次元設計用データ及び出来形評価用データにより 
 出来形管理図表を作成して提出 
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１０．出来形管理 

■ 出来形計測箇所及び範囲 

  計測範囲は、３次元設計データに記述されている管理断面の起点から終点とし、 
   天端面（掘削の場合は平場面）と法面（小段含む）の全面。 

  法肩、法尻から水平方向に±５ｃｍ以内に存在する計測点は、標高較差の評価から        
   除外してもよい。同様に、標高方向に±５ｃｍ以内にある計測点は、水平較差の評価 
   から除外してもよい。  

  全ての範囲で１０ｃｍメッシュに１点以上の出来形座標値を取得し、設計面と標高 
   較差または水平較差を算出。 

  ・ 法面の小段部に側溝工などの構造物が設置されるなど土工面が露出していない場合、小段部の 
   出来形管理は小段部に設置する工種の出来形管理基準及び規格値によることが可能。 
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１０．出来形管理 

■ 出来形管理基準及び規格値（土工） 

 掘削工（河川・海岸・砂防土工及び道路土工） 
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掘削工 
（面管理の場合） 

工種 

河川・海岸・ 

砂防土工 

道路土工 

掘削工 
（面管理の場合） 

法面 
（小段含む） 

平均値 

平場 ±５０ 

規格値 

±1５０ 

±７０ ±1６０ 

±５０ ±1５０ 

±７０ ±1６０ 
水平または 

標高較差 

測定箇所 測定項目 

法面 
（小段含む） 

平場 

水平または 

標高較差 

標高較差 

標高較差 

個々の 

計測値 

測定基準 

１．３次元データによる出来形管理におい
て「地上型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（土工編）（案）」 、または 
「空中写真測量（無人航空機）を用いた出
来形管理要領（土工編）（案）」等に基づき
出来形管理を実施する場合、その他本基
準に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施する
場合に適用する。 

２．個々の計測値の規格値には計測精度と
して±５０ｍｍが含まれている。 

４．法肩、法尻から水平方向に±５ｃｍ以内
に存在する計測点は、標高較差の評価 

から除く。同様に、標高方向に±５ｃｍ以内
にある計測点は水平較差の評価から除く。 

５．評価する範囲は、連続する一つの面と
することを基本とする。規格値が変わる場 

合は、評価区間を分割するか、あるいは規
格値の条件の最も厳しい値を採用する。 

３．計測は平場面と法面（小段を含む）の全
面とし、全ての点で設計面との標高較差 

または水平較差を算出する。計測密度は１
点／m2（平面投影面積当たり）以上とする。 



１０．出来形管理 

■ 出来形管理基準及び規格値（土工） 

 盛土工等（河川・海岸・砂防土工及び道路土工） 
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河川・海岸・ 

砂防土工 

道路土工 

工種 

路体盛土工 

路床盛土工 
（面管理の場合） 

天端 標高較差 ±５０ ±1５０ 

法面 
（小段含む） 

標高較差 ±８０ ±1９０ 

盛土工 
（面管理の場合） 

天端 標高較差 －５０ －1５０ 

法面 

４割＜勾配 
標高較差 －５０ －1７０ 

法面 

４割≧勾配 
（小段含む） 

標高較差 －６０ －1７０ 

測定項目 

規格値 

測定基準 測定箇所 

平均値 
個々の 

計測値 

１．３次元データによる出来形管理におい
て「地上型レーザースキャナーを用いた出
来形管理要領（土工編）（案）」 、または 
「空中写真測量（無人航空機）を用いた出
来形管理要領（土工編）（案）」等に基づき
出来形管理を実施する場合、その他本基
準に規定する計測精度・計測密度を満た
す計測方法により出来形管理を実施する
場合に適用する。 

２．個々の計測値の規格値には計測精度と
して±５０ｍｍが含まれている。 

３．計測は天端面と法面（小段を含む）の全
面とし、全ての点で設計面との標高較差を
算出する。計測密度は１点／m2（平面投影
面積当たり）以上とする。 

４．法肩、法尻から水平方向に±５ｃｍ以内
に存在する計測点は、標高較差の評価 

から除く。同様に、標高方向に±５ｃｍ以内
にある計測点は水平較差の評価から除く。 

５．評価する範囲は、連続する一つの面と
することを基本とする。規格値が変わる場 

合は、評価区間を分割するか、あるいは規
格値の条件の最も厳しい値を採用する。 

※  ただし、ここでの 「勾配」 は、鉛直方向
の長さ１に対する水平方向の長さＸをＸ割と
表したもの。 
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規格値 規格値 

  
工種 

測定 
項目 

個々の 

測定値 
全点平均 計測密

度およ
び測定
間隔 

計測 

手法 
備考 

単位
[mm] 

中規 

模 
小規
模 

中規
模 

小規模
以下 

表層  

厚さあ
るいは
標高較
差 

-17 -20 -2 -3 
1点/m2 

以上 
ＴＬＳ 

・標高較差は、直下層の目標高さ＋直下
層の標高較差平均値＋設計厚さから求
まる高さとの差 
・個々の計測値の規格値には計測精度
として±4mmが含まれている 

平坦性 2.4以下 1.5m毎  3mプロフィルメーター等 

基層  

厚さあ
るいは
標高較
差 

-20 -25 -3 -4 
1点/m2 

以上 
ＴＬＳ 

・標高較差は、直下層の目標高さ＋直下
層の標高較差平均値＋設計厚さから求
まる高さとの差 
・個々の計測値の規格値には計測精度
として±4mmが含まれている 

上層 

路盤 

厚さあ
るいは
標高較
差 

-54 -63 -8 -10 
1点/m2 

以上 
ＴＬＳ 

・標高較差は、直下層の目標高さ＋直下
層の標高較差平均値＋設計厚さから求
まる高さとの差 
・個々の計測値の規格値には計測精度
として±10mmが含まれている 

下層 

路盤 

厚さあ
るいは
標高較
差 

±90 

-15 

以上 

40 

以下 

-15 

以上 
50 

以下 

1点/m2 

以上 
ＴＬＳ 

・個々の計測値の規格値には計測精度
として±10mmが含まれている。 

 面管理を実施する場合、隣接構造物と高さが
連続し、境界が明瞭で無い場合を除き、幅の
管理は省略できる。 

厚さの規格値は設計
厚さに対して十分小さ
いので、設計幅に対
する不足は必ず厚さ
不足として現れる。 

 隣接構造物が高さが連続している場合は、
TSを用いた出来形管理要領（舗装工事編）に
基づき幅員を計測する。 

構造物があると、設計幅
に対する不足があっても
厚さ不足として現れない 

１０．出来形管理 

■ 出来形管理基準及び規格値（舗装工） 



  ■ ３次元計測による出来形管理 
 

         ① 出来形計測箇所及び範囲 
       断面管理から面管理へ 
 

     ② 出来形管理基準値 
       ２つの規格値管理（平均値と個々の計測値） 
 

     ③ 法面の測定項目 
       法長から水平較差または標高較差へ 

 

ポイント 
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※ 計測範囲に対してＴＬＳの入射角が著しく低下する場合や、１回の計測で不可視と 
   なる範囲がある場合は、不可視箇所等を補間できる計測位置を選定 

実証実験結果では・・・ 
  ２００ｍで入射角が１０度の場合、水平精度 
    ±２０ｍｍ、高さでは±５０ｍｍ程度の精度 
    の低下が見られる。 
    ⇒ 入射角が小さくなる場合は、ＴＬＳの 
       設置位置を高くする、ＴＬＳの位置を 
       変更するなどの配慮が必要です。   

■ ＴＬＳの設置時の留意点 

  出来形計測点を効率的に取得できる位置にＴＬＳを設置 
  ＴＬＳのレーザーと被計測対象物ができるだけ正対した位置関係になるよう設置 
  ＴＬＳは、急傾斜地や軟弱地を避け、振動のない地盤上に設置 

 ＜設置条件＞ 

１０－１．出来形管理を行う場合の留意点 
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■ 標定点の設置・計測（ＴＬＳ） 

  標定点は、計測対象箇所の最外周部に４箇所以上配置。 
  トータルステーション（ＴＳ）から基準点及び標定点までの距離の確保。 
     ⇒ ３級ＴＳの場合：１００ｍ以下、２級ＴＳの場合：１５０ｍ以下 
 ただし、 ＴＬＳ本体にＴＳと同様に位置決め機能（ターゲット計測による後方交会法） 
   を有している場合は、標定点を設置せずに計測が可能。 
  評定点を用いてＴＬＳによる計測結果を３次元座標へ変換、あるいは複数回の計測

結果を標定点を用いて合成する場合は、標定点を設置。  

   ※ 標定点とは、ＴＬＳで計測した相対形状を３次元座標に変換する際に用いる座標点 

  標定点は、ＴＳを用いて計測。 

TSを使った後方交会法による位置決めの例 

 ＜設置条件＞ 

 ＜計測方法＞ 

１０－１．出来形管理を行う場合の留意点 
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測定範囲 標定点 

ＴＬＳ 



■ 出来形計測時の留意点（ＴＬＳ） 

  出来形計測にあたっては、計測対象範囲内で100cm2（10cmメッシュ）に１点以   
     上の計測点が得られる設定で計測 
 ＴＬＳと計測対象範囲の位置関係を事前に認識し、最も入射角が低下する箇所

で100cm2（10cmメッシュ）あたりに1点以上の計測結果が得られる設定で行う。 
  必要に応じてＴＬＳの位置を変えるなど、データ処理を含めた作業全体の効率化    
     に留意。 

  可能な限り出来形の地形面が露出している状況で計測 
  次のような条件では適正な計測が行えないので留意 

⇒ 雨や霧、雪などレーザーが乱反射してしまう様な気象 
⇒ 計測対象範囲とレーザー光の入射角が極端に低下する場合 
⇒ 強風などで土埃などが大量に舞っている場合 
⇒ 草や木などで地面が覆われている場所 

 ＜計測密度設定の留意点＞ 

 ＜測定時の留意点＞ 

  ＴＬＳ計測で利用するレーザークラスに応じた使用上の対策を講じるとともに、安
全性に十分考慮 

１０－１．出来形管理を行う場合の留意点 
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９／２３ 未来投資会議について追加 

起工測量 出来形計測 

工種別 

UAV レーザースキャナー 評価に必要な点群密度 
（メッシュの大きさ） 

 

※計測時の密度設定 
要求精度 
精度確認 

地上画素寸法 
要求精度 
精度確認 

計測最大距離 

 出来形計測 ±5cm以内 1cm/画素以内 ±20mm以内 
精度確認試験 

の 
測定距離以内 

 
精度確認試験は、 
当該現場での計測最
大距離において、１
０ｍ以上離れた２つ
の評価点の点間距離
の測定精度で評価す
る。 

1点以上／1㎡（1m×1m） 

※出来形計測時は1点以上/0.01㎡
（10cm×10cm）にて実施 

 起工測量 10cm以内 2cm/画素以内 10cm以内 1点以上／0.25㎡（50cm×50cm） 

※計測密度は上記以上を確保する設定 

 岩線計測 10cm以内 2cm/画素以内 10cm以内 1点以上／0.25㎡（50cm×50cm） 
※計測密度は上記以上を確保する設定 

 部分払出来高 20cm以内 3cm/画素以内 20cm以内 1点以上／0.25㎡（50cm×50cm） 
※計測密度は上記以上を確保する設定 

岩線形測 部分払出来高 

出来高数量 

6000m3 

１０－１．出来形管理を行う場合の留意点 

■ 要求精度 
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ポイント 

 ■ ＴＬＳによる出来形管理 
   

   所定の出来形計測精度を確保するためには、 
 

     ① ＴＬＳの計測密度設定 
       ・ １００cm2に１点以上で計測点が得られるよう設定 
      

      ② 設置条件に基づく標定点の設置 
        ・ 標定点は最外周部に４箇所以上配置 
 

     ③ 標定点の計測 
       ・ 所定の精度（４級基準点及び３級水準点と同等以上） 
        が得られるようＴＳを用いた計測 
 

          ④ 使用機器の性能確認 
       ・ ＴＬＳ本体の点検及び事前の精度確認試験の実施 
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■ 出来形写真管理基準（TLS） 

 河川・海岸・砂防土工及び道路土工 

１０－２．出来形管理を行う場合の写真管理 
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撮影項目 撮影頻度[時期] 提出頻度 

施工状況 図面との不一致 
図面と現地との不一致 

の写真 

計測毎に１回 

[発生時] 
代表箇所 各１枚 

撮影項目 撮影頻度[時期] 提出頻度 

土質等の判別 
地質が変わる毎に１回 

[掘削中] 

法長（法面） 
１工事に１回 

[掘削後] 

巻出し厚 
２００ｍに１回 

[巻出し時] 

締固め状況 

転圧機械又は地質が 

変わる毎に１回 

[締固め時] 

法長（法面） 

幅（天端） 

１工事に１回 

[施工後] 

区 分 

工 種 

【河川・海岸・砂防土工】 

  盛土工 

【道路土工】 

  路体盛土工 

  路床盛土工 

代表箇所 各１枚 

写真管理項目 

写真管理項目 

【河川・海岸・砂防土工】 

  掘削工 

【道路土工】 

  掘削工 

代表箇所 各１枚 



■ 出来形写真管理基準（ＴＬＳ・ＴＳ） 

 舗装工 

１０－２．出来形管理を行う場合の写真管理 
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撮影項目 撮影頻度[時期] 提出頻度 

施工状況 図面との不一致 
図面と現地との不一致 

の写真 

計測毎に１回 

[発生時] 
代表箇所 各１枚 

撮影項目 撮影頻度[時期] 提出頻度 

敷均し厚さ、転圧状況、
整正状況、厚さ 

※従来方法と同じ 

[施工中・整正後] 

幅 
各層ごと１工事に１回 

[整正後] 

区 分 

工 種 

写真管理項目 

写真管理項目 

【舗装工】 

  アスファルト舗装工 
  半たわみ性舗装工 
  排水性舗装工 
  透水性舗装工 
  グースアスファルト舗装工 
   （下層路盤、上層路盤、 
    基層、表層等） 

代表箇所 各１枚 



１０－３．出来形管理帳票の作成 

■ 出来形管理帳票（出来形管理図表）作成の流れ 

レーザースキャナー（ＴＬＳ）等による計測点群データ 

出来形評価用データの抽出 

  ３次元設計データと出来形評価用データの各ポイントの 
  離れ量を算出 

出来形管理帳票（出来形管理図表）の作成 
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１０－３．出来形管理帳票の作成 

■ 出来形評価用データの抽出 

  計測点群データ（１点以上／０．０１m2） 

  出来形評価用データ（１点以上／１m2） 

 点群密度の変更による方法 
    ・ 鉛直方向の最下点 
  ・ 中央値の抽出  など 
 グリットデータ化による方法 
  ・ 再近隣法 
  ・ 平均法 
  ・ ＴＩＮ法 
  ・ 逆距離加重法 

出来形計測データ 

出来形評価用データ 

全ての計測点群データを用いることでコン
ピュータの処理を著しく低下させてしまう場
合は、類似の座標データから代表点を抽出
して点群データを減らすことが可能 
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１０－３．出来形管理帳票の作成 

■ ３次元設計データと出来形評価用データの離れ量を算出 

出来形評価用データ 

３次元設計データ   

  ３次元設計データと出来形評価用データ 
   の各ポイントの離れ量を算出 

 離れの計算結果の規格値に対する割合を   
 示すヒートマップとして、±１００％の範囲で 
 結果を色分け区分 
 設計面と出来形評価用データの各ポイント  
 の離れを評価範囲の平面上にプロットした 
 分布図 

  出来形計測結果の面的なばらつきの評価  

肩・尻が確実に取得できない（しない）場合

累積誤差の無い上限と
下限を設ける

あいまいな変化点を除
外し、要求される平面
部分で管理を行う

出来形の評価対象範囲

出来形管理で施工誤差
が許容されている範囲を
除外した部分

比較範囲

設計面データレーザースキャナーによる出来形面データ

面データ同士の差異の
色分け表示および解析

出来形計測結果の面的なばらつきによる評価

天端部出来形分布図

N
o.

1

N
o.

2

N
o.

3

管理箇所

W
設
計

-2
ΔW

ΔW（-50MM）ΔW（-50MM） W設計

空中写真測量（ＵＡＶ）による
出来形計測データ

３次元設計データ

肩・尻が確実に取得できない（しない）場合

累積誤差の無い上限と
下限を設ける

あいまいな変化点を除
外し、要求される平面
部分で管理を行う

出来形計測の評価範
囲は、法肩、法尻など
の変化点から水平方
向にそれぞれ±5cm

以内を除外してもよい。

出来形計測箇所

３次元設計データと出来形評価
用データの各ポイントとの離れ
量の算出および色分け表示

3次元設計と出来形評価用
データの各ポイントの離れ量 
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１０－３．出来形管理帳票の作成 

  ＜作成帳票例 （出来形管理図表）＞ 

■ 出来形管理帳票の作成 

  帳票（出来形管理図表）は、出来形確認箇所（平場、天端、法面）ごとに作成。 
  標高較差あるいは水平較差（３次元設計面と出来形評価用データの各ポイントとの 
     離れ）により出来形の良否を判断。 

 ・ 出来形管理基準上の管理項目の計算結果を表形式で整理 
   （平均値、最大値、最小値、データ数、評価面積、棄却点数） 

・ 出来形の良否 
  の評価結果 

・ 設計面と出来形評価用データの  
   各ポイントの離れを評価範囲の 
   平面上にプロットした分布図  

・ 離れの計算結果の規格値に対 
   する割合を示すヒートマップとし 
   て、±１００％の範囲で結果を色 
   分け区分 
・ ±５０％の前後、±８０％の前後 
   が区別できるように色別 
・ 規格値の範囲外は、±１００％の 
   範囲とは別の色で明示  

・ 規格値の５０％以内及び規格値 
   の８０％以内に収まっている計測 
   点の個数を明示   
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ポイント  ■ 出来形管理帳票の作成 
   

     ① 出来形評価用データの抽出 
       ・ 点群計測データから出来形評価用データを抽出 
      

      ② 出来形管理基準上の管理項目 
         ・ 平均値、最大値、最小値、データ数、評価面積、 
         棄却点数を表形式で整理 
 

     ③ 規格値に対する割合を示すヒートマップの作成 
       ・ ±５０％及び±８０％の前後、規格値の範囲外を   
        区別できる色で明示 

 

     ④ ばらつきが判断できる計測点の個数 
       ・ 規格値の５０％以内及び規格値の８０％以内に 
        収まっている計測点の個数を明示 
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■ 数量算出用に用いる面データの作成 

  数量算出用に用いる面データ（出来形計測データ、
岩線計測データ及び起工測量データ）の作成 

   （１点以上／０．２５m2） 

数量算出用に用いる面データ 

１０－４．出来高数量の算出 

計測点群データを基に平均断面法や３次元ＣＡＤソ
フトウェア等を用いた方式により出来高数量を算出 
＜標準とする数量計算方法＞ 
     ・ 点高法（四点平均法、１点法） 
   ・ ＴＩＮ分割等を用いた求積 
   ・ プリズモイダル法 

  出来高数量の算出（監督職員と協議） 
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１０－４．出来高数量の算出 

＜点高法（四点平均法）による出来高数量算出の条件と適用イメージ＞ 

■ 出来形計測結果等を用いた出来高数量の算出 
  契約条件として認められている場合は、計測点群データを基に平均断面法や３次元 
   ＣＡＤソフトウェア等を用いた方式により出来高数量の算出が可能。 
 

  出来形計測と同位置において、ＵＡＶやＴＬＳ等で計測した施工前あるいは事前の地
形データと出来形計測結果等（出来形計測データ、起工測量計測データ、岩線計測
データ）を用いて出来高数量を算出。 
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１０－５．数量算出（起工測量、岩線計測） 

現況地形

設計形状

起工測量計測データ（TIN）

３次元設計データ（TIN）

数量計算書

起工測量計測データと３次元
設計データを用いた数量算出

メッシュ法などによる数量算出

岩線計測データ（TIN）

数量計算書

メッシュ法などによる数量算出

岩線計測データと３次元設計
データを用いた数量算出 ３次元設計データ（TIN）

空中写真測量③

空中写真測量①
空中写真測量②

ＴＬＳ計測① 
ＴＬＳ計測② 

ＴＬＳ計測③ 

 取得した起工測量計測データ、岩線計測データ（どちらもＴＩＮデータ）と、３次元設計デ
ータ（ＴＩＮデータ）から数量算出 

 出来形数量は、平均断面法または３次元ＣＡＤソフトウェア等を用いた方法により算出 

■ 設計照査及び設計変更（岩区分）のための数量算出 

設計照査のための数量算出イメージ 設計変更（岩区分）のための数量算出イメージ 
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ポイント 

 ■ 出来形数量の算出 
   

     ① 数量算出用に用いる面データ 
        ・ 出来形計測データ、起工測量計測データ、岩線 
        計測データの作成 
 

             ② 数量算出方法 
         ・ 監督職員と協議 
 

         ③ 出来形数量の算出  
        ・ 現況地形や数量算出用に用いる面データからなる 
        ２つの面データにより出来形数量を算出 
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１１．電子成果品等 

■ 電子成果品等 

 受注者は、電子成果品（ＴＬＳ
等による出来形管や数量算出
の結果等の工事書類）を 「工
事完成図書の電子納品等要
領」で定める「ＩＣＯＮ」フォル 

    ダに格納して提出。 
 

 
 

 受注者は、ＩＣＴ活用技術で施 
    工した結果の活用効果調査を 
    作成して提出。 
 
 

 
 発注者から指示がある場合、  
    受注者は、施工合理化調査表 
  を作成して提出。 

 ＜電子成果品＞ 

 ＜活用効果調査＞ 

 ＜施工合理化調査表＞ 
 「ＩＣＯＮ」フォルダ 

 電子納品等運用ガイドライン【土木工事編】 
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■ 新技術活用効果調査票の提出 

＜新技術活用効果調査票のイメージ＞ 

※ 新技術効果調査入力システムは以下から入手できます 
   http://www.netis.mlit.go.jp/ 

 受注者は、ＩＣＴ活用技術の活用が終わり次第、技術効果調査入力システムを使って 
  新技術活用効果調査表（施工者用）を作成し、提出用ファイルを提出。 
 

 監督職員は、提出された新技術活用効果調査表の内容を確認し、発注者用の部分を 
  入力してとりまとめ先に提出。 
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１１．電子成果品等 



  「ＩＣＯＮ］フォルダに格納するファイル名は、ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰ(TLS)等を用いた出来形管
理資料が特定できるように記入。 

１１－１．出来形管理の電子成果品 

■ ＴＬＳによる出来形管理の電子成果品 

 ＜ＴＬＳによる出来形管理の電子成果品一覧＞ 
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(TLS) 

(TLS) 

(TLS) 

(TLS) 

(TLS) 

TLS 

TLS 

TLS 

TLS 

TLS 

TLS 

TLS 

TLS 

計測 
機器 

整理 
番号 

図面 
種類 

番号 
改訂 
履歴 

記入例 

    LandXML 等のオリジナルデータ（TIN） 

    出来形管理図表(PDF)またはビュワー付き３次元データ 

    CSV、LandXML、LAS等のポイントファイル 

    LandXML 等のオリジナルデータ（TIN） 

    LandXML 等のオリジナルデータ（TIN） 

    LandXML 等のオリジナルデータ（TIN） 

    CSV、LandXML、LAS等のポイントファイル 

    CSV、LandXML、SIMA等のポイントファイル 
－ TLS0PO001.拡張子 

? ⑧工事基準点および評定点データ 
0 PO 001～ 

－ TLS0AS001.拡張子 

? ⑦ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰ(LS)による計測点群データ  
0 GR 001～ － TLS0GR001.拡張子 

? ⑥ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰ(LS)による出来形計測データ  
0 AS 001～ 

－ TLS0EG001.拡張子 

? ⑤ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰ(TLS)による岩線計測データ  
0 SO 001～ － TLS0SO001.拡張子 

④ ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰ(TLS)による起工測量計測データ  
0 EG 001～ 

－ TLS0CH001.拡張子 

③ ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰ(TLS)による出来形評価用データ 
0 IN 001～ － TLS0IN001.拡張子 

② 出来形管理資料 
0 CH 001～ 

電子成果品 

ファイル命名規則 

① ３次元設計データ 
0 DR 001～ 0～Z TLS0DR001Z.拡張子 



１２．検査 

■ 検査職員の検査 

実地検査 
（出来形確認・出来ばえ） 

書面検査 
（施工管理・出来形管理・品質管理等） 

講評 
（検査結果の講評、合否） 

工事成績評定 
（中間技術検査・完成検査） 

・ 工事目的物が契約図書に定められた出 
  来形や品質が確保できているかを確認 

・ 現地に出向き実測値を計測して規格値   
  を満足するか、出来ばえはどうかを確認 

・ 全ての検査が終わった時点で、工事全体  
  の検査内容について講評 

・ 監督職員及び検査職員による工事成績 
  の評定 

   ＜検査当日＞ 

   ＜検査終了後＞ 

工事成績の通知 
（完成検査） 

・ 検査結果の通知（完成検査後） 
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１２．検査 

 ＜検査体制・検査イメージ＞ 

【工事完成図書】 
（電子・紙媒体） 

検査職員 

契約図書 
契約関係書類 
計画関係書類 

監督職員等 

監理技術者等 

担当技術者等 

提示資料等 
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■ 検査職員の書面検査 

 ＴＬＳ等を用いた出来形管理に係わる施工計画書の記載内容 

  施工計画書に記載された出来形管理方法について、監督職員が実施した「施工計画  
書の受理・記載事項の確認結果」を工事打合せ簿で確認。 

 設計図書の３次元化に係わる確認 

   設計図書の３次元化の実施について、指示に対する工事打合せ簿で確認。 

 ＴＬＳ等を用いた出来形管理に係わる工事基準点等の測量結果等 

   出来形管理に利用する工事基準点や標定点について、受注者から測量結果が提出され
ていることを工事打合せ簿で確認。 

 ３次元設計データチェックシートの確認 

   ３次元設計データが設計図書を基に正しく作成されていることを受注者が確認した「３次
元設計データチェックシート」が提出されていることを工事打合せ簿で確認。 

 ＴＬＳ等を用いた出来形管理に係わる精度確認試験結果報告書の確認 

   ＴＬＳ等を用いた出来形計測が適正な計測精度を満たしているかについて、受注者が確

認した「精度確認試験結果報告書」が提出されていることを工事打合せ簿で確認。 

１２－１．書面検査 
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 ＴＬＳ等を用いた出来形管理に係わる「出来形管理図表」の確認 

   出来形管理図表について、出来形管理基準に定められた測定項目、測定頻度並びに
規格値を満足しているか否かを確認。 

   ばらつきについては、各測定値の設計との離れの規格値に対する割合をプロットした分
布図の凡例に従い判定。    

■ 検査職員の書面検査 

出来形管理基準に
定められた測定項目、
測定頻度並びに規
格値を満足している
か否かを確認。 

ばらつきは、分布図の
凡例に従い判定。 

１２－１．書面検査 
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様式-31-2

　 　

 平均値 －11mm ±50mm 　 　

 最大値（差） 42mm ±150mm  

 最小値（差） －62mm ±150mm

 データ数 1000
1点/m2以上

（1000点以上）

 評価面積 1000m2

 棄却点数 0
0.3％未満
（3点以下）

 平均値 7mm ±80mm

 最大値（差） 92mm ±190mm 天端

 最小値（差） －60mm ±190mm

 データ数 1700
1点/m2以上

（1700点以上）

 評価面積 1700m2

 棄却点数 0
0.3％未満
（5点以下）

凡例：

出来形合否判定総括表

　工　種　　

　種　別

道路土工

盛土

　測　点　

　合否判定結果 合格

Ｎｏ．１～Ｎｏ．３

　測定項目 規格値 判定 測点

天端
標高較差

法面
標高較差

規格値の±80％
以内のデータ数

1000

規格値の±50％
以内のデータ数

997

規格値の±80％
以内のデータ数

1700

規格値の±50％
以内のデータ数

1380

天端の
ばらつき

法面の
ばらつき

＜出来形管理図表 作成例 （合格の場合）＞ 

１２－１．書面検査 
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様式-31-2

　 　

 平均値 －71mm ±50mm 異常値有 　 　

 最大値（差） －18mm ±150mm  

 最小値（差） －122mm ±150mm

 データ数 1000
1点/m2以上

（1000点以上）

 評価面積 1000m2

 棄却点数 14
0.3％未満
（3点以下）

異常値有

 平均値 －53mm ±80mm

 最大値（差） 32mm ±190mm 天端

 最小値（差） －120mm ±190mm

 データ数 1700
1点/m2以上

（1700点以上）

 評価面積 1700m2

 棄却点数 0
0.3％未満
（5点以下）

凡例：

　工　種　　 道路土工 　測　点　 Ｎｏ．１～Ｎｏ．３

出来形合否判定総括表

　種　別 盛土 　合否判定結果 異常値有

測定項目 規格値 判定 測点 　

天端
標高較差

法面
標高較差

規格値の±80％
以内のデータ数

972

規格値の±50％
以内のデータ数

120

規格値の±80％
以内のデータ数

1650

規格値の±50％
以内のデータ数

920

天端の
ばらつき

法面の
ばらつき

＜出来形管理図表 作成例 （異常値有の場合）＞ 

１２－１．書面検査 
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 品質管理及び出来形管理写真の確認 

  「品質管理及び出来形管理写真基準」に基づいて撮影されていることを確認します。 

 電子成果品の確認 

   出来形管理や数量算出の結果等の工事書類（電子成果品）が、「工事完成図書の電子
納品等要領」で定める「ICON」フォルダに格納されていることを確認します。 

 

 

 

 

 

 活用効果調査票、施工合理化調査表、新技術活用計画書等の確認 

   活用効果調査票、施工合理化調査表、新技術活用計画書等が、提出されていることを
工事打合せ簿で確認します。 

■ 検査職員の書面検査 （ＴＬＳ等） 

１２－１．書面検査 
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電子成果品 

・3次元設計データ（LandXML等のオリジナルデータ（TIN） 
・出来形管理資料（出来形管理図表（PDF）または、ビューワー付き3次元データ） 
・TLSによる出来形評価用データ（CSV、LandXML、LAS等のポイントファイル） 
・TLSによる出来形計測データ（LandXML等のオリジナルデータ（TIN） 
・TLSにより計測点郡データ（CSV、LandXML、LAS等のポイントファイル） 
・工事基準点及び標定点データ（CSV、LandXML、SIMA等のポイントファイル） 



■ 検査職員の実地検査 （出来形計測） 

 施工管理データが搭載された出来形管理用ＴＳ等を用いて、現地で自らが指定
した概ね同一断面上の数カ所の標高を計測。 

 ３次元データの設計面と実測値との標高差が規格値内にあるかを検査。 

 面管理の基準を適用できない場合は、従来の代表断面における基準高、幅、法
長などの設計値と実測値の比較による検査を行ってもよいが、検査頻度は代表
１断面のみ。 

１２－２．実地検査 
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計測箇所 確認内容 検査頻度 

 道路土工 

検査職員が指定する 

任意の箇所 

３次元設計データの設 
計面と実測値との基準 

高、厚さあるいは標高 
１工事につき１断面 

工 種 

 河川・海岸・砂防土工 検査職員が指定する平 

場上あるいは天端上の 

任意の箇所 

３次元設計データの設 

計面と実測値との標高 

較差または水平較差 

１工事につき１断面 

 舗装工 

較差 



※ 場合によっては、確認手順が逆となる場合もあります。 

■ 検査職員の実地検査 （確認手順の例） 

 書面検査時 

  検査職員は、電子納品物から出来形管理
データを表示させて、自らが指定した箇所の 
３次元設計データの設計面の位置並びに標高、
受注者が計測した出来形管理値の計測結果
をメモします。 

 実地検査時 

   検査職員は、現地では出来形管理用ＴＳや
ＧＮＳＳローバーの誘導機能を使用して、自ら
が指定した箇所の出来形計測を行い、３次元
設計データの設計面と実測値との標高差が規
格値内であるかを検査します。 

   ただし、ＴＳ出来形用の基本設計データを作
成する必要はありません。  

出来形管理用ＴＳ 

ＧＮＳＳローバー 

出来形管理図表 

１２－２．実地検査 
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＜任意の点で出来形計測イメージ＞ 

■ 出来形管理用ＴＳを用いた実地検査 

 ＴＳによる出来形計測 (任意断面イメージ) 

＜計測イメージ写真＞ 

ΔH 

NO.2＋15.312 

任意管理断面 （３次元設計データあり） 

ΔH 
工事基準点 

工事基準点 

任意管理断面 
（３次元設計データあり） 

ΔH 

ΔH 

ＴＳ 

任意点での高さの差が確認できる機能 
   ① 計測箇所の断面位置 
   ② 任意計測断面の設計値を自動算出  
   ③ 計測箇所における設計高さとの差 

１２－２．実地検査 
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■ ＧＮＳＳローバーを用いた実地検査 

 ＧＮＳＳローバーによる出来形計測 （任意断面イメージ） 

ΔH 

NO.2＋15.312 

任意管理断面 （３次元設計データあり） 

ΔH 

（固定局） 
GNSSﾛｰﾊﾞｰ 

工事基準点 

工事基準点 

任意管理断面 
（３次元設計データあり） 

ΔH 

ΔH 

＜計測イメージ写真＞ 

GNSSﾛｰﾊﾞｰ 

GNSSﾛｰﾊﾞｰ 

任意点での高さの差が確認できる機能 
   ① 計測箇所の断面位置 
   ② 任意計測断面の設計値を自動算出  
   ③ 計測箇所における設計高さとの差 

＜任意の点で出来形計測イメージ＞ 

１２－２．実地検査 
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  RTK法又はネットワーク型RTK法を使用する場合には、公共測量の「作業規程の
準則」 第４編第２章の路線測量（線形決定又は横断測量）に定める方法を準用し、
FIX解が安定して得られることを確認 

 

     ＜できる限り使用を避ける環境＞ 

        ・ 森林の中の道路、ダム擁壁の近傍、谷底など、十分な上空視界が確保できない 
                場合 
           ・ FIX解が安定して得られない場合 
 

     ＜使用できない環境＞ 

        ・ FIX解が得られない場合 
 

  なお、使用衛星については、GPSに加えてGLONASS、準天頂衛星も使用すること
が望ましい 

■ ＧＮＳＳローバーを工事検査で利用する際の留意事項 

※   「FIX解」とは、位置が一定の信頼度で求まっている解のこと。 
     これが安定的に得られている場合、求められた位置がより確からしいものであると考え 
   てよいとなっています。 
    なお、このほかにFLOAT解がありますがが、これは暫定的な解でFIX解と比べて信頼度 
   が劣るため、ここでは用いていません。 
      FIX解が得られているかどうかは、受信機に明示されます。 

１２－２．実地検査 
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その他  １．岩線計測・計測データの作成 

 設計変更のために必要な場合は、岩区分の境界を把握するための岩線計測を面的
な地形計測が可能なＵＡＶ・ＴＬＳ等を用いて実施 

 ＵＡＶ・ＴＬＳ等で計測した岩線の計測点群データから不要な点を削除し、ＴＩＮで表現
される岩線計測データを作成 

 面的なデータを使用して設計変更の根拠資料とする際は、設計形状を示す３次元
設計データについて、受注者は監督職員との協議を行い、設計図書として位置付。 

 測定精度は、10cm以内とし、計測密度は0.25m2(50cm×50cmメッシュ)あたり１点
以上。 

 

 自動でＴＩＮを配置した場合に、現場の出来形計測と異な
る場合は、ＴＩＮの結合方法を手動で変更可能。 

 管理断面間隔より狭い範囲においては、点群座標が存在
しない場合は、ＴＩＮで補完が可能。 

 別の計測日の計測点群データをそれぞれ重畳して１つの
岩線計測データを作成することも可能。 

 

 

■ 岩線計測・計測データの作成 

     ＜岩線計測の留意点＞ 

     ＜岩線計測データ作成の留意点＞ 
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ＵＡＶ・ＴＬＳ等とは、 

ＵＡＶ（空中写真測量（無人航空機）、 

地上型レーザースキャナー、 

ＴＳ（面管理）、 

ＲＴＫ－ＧＮＳＳ、 

無人航空機搭載型レーザースキャナー                 

                     をいう 



その他  ２．土（岩）の分類の境界が変化した時の処理 

  臨場等による土（岩）の変化位置（変化位置の
マーキング）及び土（岩）の質の確認 

■ 土（岩）の分類の境界が変化した時の処理 

段階確認（実地） 

施工計画書の作成 

 設計図書に示された土（岩）の区分   
 の境界が現地の状況と不一致 

  岩線計測データの取得方法を記載 

  「土木工事監督技術基準（案）」に基づき臨場   
     等による段階確認を実施 

出来形管理資料の作成 

協議 
（土（岩）の分離の境界不一致） 

  ＵＡＶ・ＴＬＳ等による場合の段階確認は、実地
と机上の２回に分けて確認 

   確認した変化位置のマーキングの位置・高さ 
     を含め施工管理記録と写真にて確認  

実地確認後にＵＡＶ・ＴＬＳ等測量実施 
 
 

段階確認（机上） 

  出来形管理図表、図面、写真等の提出  

  確認結果を基に、段階確認にて確認した土 
   （岩）の区分の境界位置について協議 
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その他  ２．土（岩）の分類の境界が変化した時の処理 

 ＜段階確認（実地）＞ 

 ＜段階確認（机上）＞ 

 ＜施工計画書＞ 

  土（岩）の分類の境界が変化した時の岩線計測データの取得方法（施工管理記
録や写真撮影など）を記載 
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岩線の確認方法 土（岩）の変化位置を確認 土（岩）の質の確認 

 ＵＡＶ・ＴＬＳ等による 
 測量 

 確認した変化位置にマーキン 
 グを設置 

 ＴＳによる測量  ＴＳにより位置と高さを確認 

 従来測量 
 レベルとテープ等により、高さ 
 とＣＬからの離れを確認 

 シュミットハンマーなどで確認 

岩線の確認方法 土（岩）の変化位置を確認 

 ＵＡＶ・ＴＬＳ等による 
 測量 

 確認した変化位置にマーキン 
 グ位置・高さを含めた確認 

ＵＡＶ・ＴＬＳ等とは、 

ＵＡＶ（空中写真測量（無人航空機）、 

地上型レーザースキャナー、 

ＴＳ（面管理）、 

ＲＴＫ－ＧＮＳＳ、 

無人航空機搭載型レーザースキャナー 

                      をいう 



ポイント 

  ■ 土（岩）の分類の境界が変化した時の処理 
 

   ＵＡＶ・ＴＬＳ等による測量の場合の２回に分けて段階確認 
 

            ① 段階確認（実地）の実施 
         ⇒ 確認した土（岩）の変化位置のマーキング 
            設置や土（岩）の質を確認 
                

            ② 段階確認（机上）の実施 
                  ⇒ ＵＡＶ・ＴＬＳ等による測量で取得した変化位 
           置のマーキングの位置・高さを含め、施工管 
           理記録と写真にて確認 
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その他  ４．部分払い用出来高計測 

算出例 ： ＴＬＳ計測で、１０，０００ｍ３の出来高数量を確認 
       → １０，０００ｍ３   × ９割   ＝ ９，０００ｍ３の出来高数量を計上 
       →  ９，０００ｍ３   × 単価  ＝ 設計額 
       → 設計額       × 落札率 ＝ 請負代金相当額 
       → 請負代金相当額 × ９／１０ ＝ 部分支払い額（８，０００ｍ３相当） 

  部分払い方式を選択した場合、簡便な数量算出方法としてＴＬＳ等による地形測量の
利用が可能。 

  部分払いにおける出来高数量算出結果については、算出値の９割を上限に計上。 

   ＜簡便な数量算出方法の精度確認＞ 

■ 部分払いにおける出来高数量の取り扱い 
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※ステレオ写真測量（地上移動体）を含む 

 検証点 

 検証点の精度 

 計測密度 

 地上画素寸法 

 天端上４００ｍ以内の間隔 

 ±２００ｍｍ以内 

 ２０ｃｍ以内 

 １点以上／０．２５ｍ2（５０ｃｍ×５０ｃｍメッシュ） 
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測量 

検査官 

OK 

設計・ 
施工計画 

施工 検査 
i-Construction 
ＩＣＴ施工（浚渫工） 

施工と検測を繰り返して整形 

③ＩＣＴ建設機械による 

 施工 
④検査の省力化 ①音響測深による起工測量 ②ＩＣＴ浚渫工の３次元測量ﾃﾞｰﾀ

による設計・施工計画 
船舶等に搭載した音響測深機器
（ナローマルチビーム等）により、
短時間で面的（高密度）な３次元
測量を実施。 

起工測量による３次
元測量データ（現況
地形）を活用し、設計
図面との差分から、
適切な施工量を算出。 

３次元設計データ等に従い、
ICT建設機械による高効率
施工を実施。 

ＩＣＴ建設機械の施工履歴
データを活用した検査を認
めたことにより、出来形管理
に必要な物理検査激減可能。 

測量 
設計・ 
施工計画 

検査 従来方法 

平面図 縦断図 

横断図 

設計図から施工量を算出 

施工 

① ② 

③ 

④ 
これまでの 

情報化施工 

・重機の日当たり 
 施工量約1.1倍 
・作業員 約3/4 

３次元 

データ作成 
２次元 

データ作成 

レッド測深による起工測量 レッド測深による出来形確認 
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その他  ４．工種の拡大 ICT浚渫工（河川） 
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 従来の抽出検査から面管理（全数検査）を導入するための規格値を定めた。 
 出来形管理の計測方法をレッド測深に加えてマルチビーム等の音響測探を採用可能とした 

No.1 

No.2 

No.3 

 評価密度：測線毎5m間隔  

20m 

5m 
1m 

1m 

 規格値 
• 基準高（個々の測定値） 
      ：+200mm 
   幅  ：-200mm 
   延 長：-200mm 

 評価密度：1点/㎡ 

 規格値（幅、延長は省略） 
• 基準高：平均値にて基準高以下 
       個々の測定値+４００mm 

評価密度100倍 

抽出管理 面的管理 

許容されてい
た掘り残し 

現行相当を許容
する基準 

その他  ４．工種の拡大 ICT浚渫工（河川） 
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ICT建機のﾊﾞｹｯﾄ軌跡記録機
能を使い、掘削と同時に出来
形管理を実施 

完成検査（実地）における実
測は、段階確認の実施※に
より省略 

   不要 

ＩＣＴ建機による施工後速やか
に段階確認を行う 

 

  1工事に1回※程度 

 

立会においてTS等により、実
測値と設計値を比較し、規格
値に入っているかを確認 

設計 

ﾒﾓﾘｶｰﾄﾞやｸﾗｳﾄﾞ
経由でICT建機
から取り出し 

x,y,z

●バケット軌跡記録機能とは 

ﾊﾞｹｯﾄ先端の位置情報と時刻ﾛｸﾞから軌跡を
記録する機能。 

 施工履歴データを用いた出来形管理の手順 
 

（従来） 
200mに１箇所 

基準高、幅、深さ、 

延長 

ﾃﾞｰﾀ改ざん等の抑止として、
段階確認を立会で実施 

１点／㎡の 

高密度で、 

設計値と比較 

その他  ４．工種の拡大 ICT浚渫工（河川） 
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文書名 

新 

／ 

改 

概要 

「土木工事施工
管理基準（案）
（出来形管理基
準及び規格値）」 

改 ■改訂概要 

・バックホウ浚渫の面管理の基準設定 

「音響測深機器
を用いた出来形
管理要領（河川
浚渫工事編）
（案）」 

新 ■文書概要 

 音響測深機器で計測した3次元点群ﾃﾞｰﾀで起工測量、出

来形管理を受注者が行う場合の精度確認ﾙｰﾙや発注者へ
の提出書類のﾙｰﾙを規定 

 

（※）出来形管理要領：受注者向け、監督検査要領：発注者
向け 

「音響測深機器
を用いた出来形
管理の監督・検
査要領（河川浚
渫工事編）（案）」 

新 

「施工履歴データ
を用いた出来形
管理要領（河川
浚渫工事編）
（案）」 

新 ■文書概要 

 浚渫作業に用いる3DMGﾊﾞｯｸﾎｳの施工履歴から生成し
た3次元点群ﾃﾞｰﾀで出来形管理を受注者が行う場合の精
度確認ﾙｰﾙや発注者への提出書類のﾙｰﾙを規定 

 

（※）出来形管理要領：受注者向け、監督検査要領：発注者
向け 

「施工履歴データ
を用いた出来形
管理の監督・検
査要領（河川浚
渫工事編）（案）」 

新 

○m

○m

出来形管理基準の面管理対応 

基準高：+200mm 
幅  ：-200mm 
延長：-200mm 

x,y,z 

不要 

施工履歴データを用いた出来形管理 

音響測深を用いた出来形管理 

その他  ４．工種の拡大 ICT浚渫工（河川） 
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測点間隔
８０ｍ毎

計測面

入射角

□ICT舗装工はｱｽﾌｧﾙﾄ舗装関係に限定されていたが、これをｺﾝｸﾘｰﾄ舗装に拡大 

 ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装への拡大に合わせ、出来形管理基準（面管理基準）を整備 

＜管理項目と規格値（表層の例）＞ 

• 厚さ（10個平均） －3.5mm＠1000m2 

• 厚さ（全計測値） －10mm＠1000m2 

• 幅  －25mm以上＠80m 

＜管理項目と規格値（表層の例）＞ 

• 厚さ（平均）    － 3.5mm＠1m2 

• 厚さ（全計測値） －22mm＠1m2 

• 幅 － （厚さ不足で代替管理できるため） 

面管理 

【対象工事（工種体系ツリーレベル２「種別」）】 

・アスファルト舗装工 

・半たわみ性舗装工 

・排水性舗装工 

・透水性舗装工 

・グースアスファルト舗装工  

・コンクリート舗装工 

追加 

【主な基準類整備（出来形管理基準及び規格値）】 

その他  ４．工種の拡大 ICT舗装工（コンクリート舗装） 
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ロボットが、短時間に大量
で精細な点検画像を取得 

①ﾛﾎﾞｯﾄによる点検記録 ③専門家による診断 

専門家による目視・打
音、周辺環境等を踏ま
えた総合的診断 

④点検・診断結果の蓄積 

3Dﾓﾃﾞﾙ上の正確な位置に、
写真と診断結果を蓄積 

②人手での調書作成 

ロボットの点検記録から人
手で損傷写真を抽出 
人手で調書作成 

 ロボットの点検等による維持管理の高度化も見据え、3次元的に正確な位置情報を付した変状等の記録を3次
元モデルを介して蓄積することを目的に、維持管理における点検結果等に関する3次元データの納品を可能とす
る。 

 今後、AI等による変状検知機能を組み合わせ、「人手」で行っている点検記録写真の整理等について実現し、
格段に効率的な公物管理の実現を目指す。 

3
次
元
モ
デ
ル
と

写
真
を
リ
ン
ク

ﾎﾟﾘﾗｲﾝ 

損傷範囲 

3
次
元
モ
デ
ル
と

写
真
を
リ
ン
ク

策定する主な基準類 

3次元成果品納品ﾏﾆｭｱﾙ 

写真の位置情報の付与ﾙｰ
ﾙや、視認性確保のための3

次元ﾓﾃﾞﾙ上での表現方法 
写真に対する損傷の種類・位
置の表現方法 

業務の実施方針 

従来手法の点検を実
施したうえで、既に点
検記録としての性能
の確立している点検
ロボットを利用した点
検記録作成を実施し、
3次元データで成果品
を納品 

教師データ
の整備 

技術開発 

土木技術者による
正しい判断の蓄積 

■漏水 
■鉄筋露出 

将来 

AIによる損傷抽出と区分の自動判別 

その他  ４．工種の拡大 インフラの空間把握（橋梁・トンネル） 
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ロボットによる点検記録写真のﾒﾀﾃﾞｰﾀ規定 

点検写真のメタデータ項目（csv形式で記述） 
 点検写真の中心位置座標（必須） 

• 貼り付ける3次元ﾓﾃﾞﾙと同一の座標系 
 

 点検写真ファイルのパス、ファイル名（必須） 

 点検写真の撮影日時 

 点検写真の中心投影、正射投影の別 

 対象部材識別記号（定期点検要領準拠） 
 損傷の有無 等 

 

CSVファイル 
 

x1, y1, z1,¥r_photo¥001.jpg 

x2, y2, z2,・・・ 

x3, y3, z3,・・・ 

 ICON

ROBOT

PHOTO（点検写真フォルダ）

3D_MODEL（3次元モデル）

METADATA（メタデータ）

DOCUMENT（損傷抽出方法を示したドキュメント）

DAMAGE_SHAPE（損傷形状モデル）

（　）内は格納する内容を示している。

点検写真（被写体）の中心座標 

3次元CADﾓﾃﾞﾙ上で生写真の重畳配置（時系列表示） 

H26 

H31 

最低でも点検写真（被写体）
の中心座標が3次元ﾓﾃﾞﾙと
同一の座標系で保持してい
れば、3次元ﾓﾃﾞﾙ上ですべて
の点検写真が重畳できるの
で、客観的な生写真による時
系列変化の検索性・視認性
が確保できる。 

点検記録作成支援ﾛﾎﾞｯﾄの性能規定 

橋梁点検記録支援技術
の要求性能（案） 

 

例）床版ひび割れ 

• 最大0.05ｍｍ以上のひ
び割れについて、方向
と本数がわかるように
径間別の損傷データ
（写真等）に記録できる。 

95 

発注者が要求する要求項目について性能
を満足するﾛﾎﾞｯﾄによる写真撮影 

効果 

 点検記録作成支援ﾛﾎﾞｯﾄを活用した3次元成果品納品マニュアル（橋梁編・ﾄﾝﾈﾙ編） 
 損傷記録画像を、後日、3次元モデル上にﾋﾞｼﾞｭｱﾙにし得るよう、画像を現地の3次元測地座標に紐づけ
るﾙｰﾙ（ﾒﾀﾃﾞｰﾀの記載項目等）を規定 

 

その他 ４．工種の拡大 インフラの空間把握（橋梁・トンネル） 



□策定基準類一覧  

文書名 

新 

／ 

改 

概要 

「ICTの全面的な活用の実施方
針」 

新 http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/sosei_constplan_tk_000031.html 

点検記録作成支援ロボットを用いた３次元成果品納品の要求事項、総合評価、成績
評定等のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ措置を記載した、公告文例、説明書例、特記記載例 

「点検記録作成支援ロボットを用
いた３次元成果品納品マニュアル
（トンネル編）（案）」 

新   http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/sosei_constplan_tk_000031.html 

  ロボットの点検等による維持管理の高度化も見据え、3次元的に正確な位置情報を 
  付した変状等の記録を3次元モデルを介して蓄積することを目的とした、点検記録 
 写真の納品ルールを規定 

「点検記録作成支援ロボットを用
いた３次元成果品納品マニュアル
（橋梁編）（案）」 

新   http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/sosei_constplan_tk_000031.html 
 ロボットの点検等による維持管理の高度化も見据え、3次元的に正確な位置情報を 
 付した変状等の記録を3次元モデルを介して蓄積することを目的とした、点検記録 
 写真の納品ルールを規定 
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その他 ４．工種の拡大 インフラの空間把握（橋梁・トンネル）に伴う基準類改訂 



 ICT活用工事の必須要件（3次元出来形管理）の緩和のため、「３次元出来形管理等の施工管理」
に、以下の記述を追加 

   

「なお表層については、面管理を実施するものとするが、出来形管理のタイミングが複数回にわた
ることにより一度の計測面積が限定される等、面管理が非効率になる場合は、監督職員との協議
の上、１）～５）を適用することなく、従来手法（出来形管理基準上で当該基準に基づく管理項目）
での出来形管理を行ってもよい。ただし、完成検査直前の工事竣工段階の地形について面管理
に準じた出来形計測を行い、⑤によって納品するものとする。表層以外については、従来手法（出
来形管理基準上で当該基準に基づく管理項目）での管理を実施してもよい。」 

その他 ５．実施方針改訂 

ICT舗装工 

ICT土工 

「受注者は、河川・海岸・砂防・道路土工の出来形管理については、面管理で行うこととするが、出
来形管理のタイミングが複数回にわたることにより一度の計測面積が限定される等、面管理が非
効率になる場合は、監督職員との協議の上、１）～８）を適用することなく、管理断面による出来形
管理を行ってもよい。ただし、完成検査直前の工事竣工段階の地形について面管理に準じた出来
形計測を行い、⑤によって納品するものとする。 
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その他 ５．参考：ICT活用工事の必須要件（3次元出来形管理）の緩和 

 3次元出来形管理については、一度に広範囲の計測を短時間に実施することに生産性向上の
面から優位性があるが、段取り次第では、3次元か従来手法かによらず、出来形管理を小ロッ
トで行わざるを得ず、3次元出来形管理の優位性が発揮できない状況があった。 
 

 このような場合、従前は3次元出来形管理が必須要件であったがために、優位性が無い状況にお
いても実施無ければならなかったが、竣工直前の出来形計測（つまり出来形管理には用いない）を

3次元計測で行い納品することを明示的に選択できるようにした。 

例）斜面を切り下げながら、法面処
理を行う場合、掘削後すぐに法枠、
あるいは植生等の施工に入ること
から、1段ごとに面管理を行わざる
を得なくなる。このような場合で、従
来のTS出来形管理の方が時間的
にも優位性がある場合が考えられ
る。 

一方、i-Constructionの理念として、3次元ﾃﾞｰﾀの流通により、
工事という単一ﾌﾟﾛｾｽの効率化だけではなく、建設生産ﾌﾟﾛｾ
ｽ全体の効率化があり、竣工直前の3次元（出来形）計測結
果を残すことそのものの優位性はある。 

竣工直前の3次元出来形計測を行い、納品する。 

（3次元出来形管理は免除） 出来形管理は従来手法で実施 98 



その他 ６．技術基準類のカイゼン （新技術への対応） 

□：地上移動体搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形管理要領（案） 
 

• 地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰの盛替えは課題だった（舗装工において顕著） 

 →自己位置を高精度に定位でき、移動しながら計測できる計測技術への対応 

精度確認手法イメージ 

自動追尾TSで自己位置を定位し
ながらレーザースキャナーで計測 

TLSと手押しTLSの比較（時間短縮効果） 

新技術におけるもっとも
不利な計測状況で計測 

移動中 

検証点 

□：TS等光波方式を用いた出来形管理要領（土工編） 
• 機器の仕様規定が、仕様に合わない新技術の参入を妨げていた 
 →機器の精度確認ﾙｰﾙの新設し、仕様規定に依らなくても利用できるようにした  

精度確認手法ｲﾒｰｼﾞ 

既知点 検証値 

最大距離 

一般的なTS 
（国土地理院が
級別認定） 

望遠鏡がない等の国土地理院
未認定機器の活用を許容 

例）望遠鏡を搭載しない 

  光波方式の計測機器 

  （Topcon LN-100） 

例）1秒精度で計測 

 できるTS 

 （Leica MS60） 
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□ 無人航空機搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形管理要領（案） 

＜水平調整用基準点＞
工事用基準点に直接設置
TSにより設置

＜標高調整用基準点＞
BMに直接設置
TSにより設置

標高調整用基準点をBMに直接設置
した場合は、水平位置座標をTSにより
観測すること

各調整用基準点における較差 
 

出来形計測 50mm以内 

起工測量    100mm以内 

出来高計測 200mm以内 

【緩和規定を追加】 

検証点の座標
計測が不要 

往路・復路での検証点 

計測で再現性を確認 

その他 ６．技術基準類のカイゼン （施工者意見の反映） 

・ 事前精度確認試験の効率化 

→検証点での精度確認基準を緩和、検証点数の軽減、実施手順の明確化による手間削減 

 

• 調整用基準点の設置精度緩和による生産性向上 

 →伐採前測量等よりニーズの高い「起工測量」の要求精度緩和規定の追加 
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ご静聴ありがとうございました。 

ＩＣＴ活用工事の手引き 
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